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E. アラブ首長国連邦(UAE) 
 
 

1. 概要及び基礎情報 
1.1. 基礎情報1 
1.1.1. 一般事情 
(1) 首都 
アブダビ 

(2) 面積 
83,600 平方キロメートル 

(3) 人口2（2015 年 世銀統計） 
916 万人  

(4) 民族 
アラブ人 

(5) 言語 
アラビア語 

(6) 宗教 
イスラム教 

 
1.1.2. 経済 
(1) 主要産業 

石油・天然ガス、建設、サービス 
(2) GDP3（2015 年 世銀統計） 

3,703 億ドル 
(3)  1 人当たりGDP4（2015 年 世銀統計） 

40,439 ドル 
(4) 総貿易額5（UNCTAD 2015 年） 
・ 輸出 3,106 億ドル（推定値） 
・ 輸入 1,977 億ドル（推定値） 
(5) 主要貿易品目 
・ 輸出 原油、天然ガス、原油製品、再輸出品（金、電化製品等） 
・ 輸入 自動車、機械、電化製品 

                                            
1 外務省ウェブサイト「国・地域 地域機関 アラブ首長国連邦 
 http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/uae/index.html （最終アクセス日：2017年 1月 30日） 
2 世銀統計 http://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.TOTL （最終アクセス日：2017年2月 1日） 
3 世銀統計http://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD（最終アクセス日：2017年2月 1日） 
4 世銀統計http://data.worldbank.org/indicator/NY.GDP.PCAP.CD（最終アクセス日：2017年2月 1日） 
5 UNCTAD http://unctad.org/en/PublicationsLibrary/tdstat41_en.pdf（最終アクセス日：2017年2月 1日） 
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(6) 主要貿易相手国（石油・ガスを除く）（2014 年、UAE 国家統計局） 
・ 輸出 イラン、インド、イラク、サウジアラビア、オマーン 
・ 輸入 中国、米国、インド、ドイツ、日本 
 
1.1.3. 経済関係 
対UAE 貿易  

(1) 貿易額6（2016 年財務省貿易統計） 
輸入 18,802 億円 
輸出 8,684 億円 

(2) 主要品目 
輸入 石油、液化天然ガス、アルミニウム 
輸出 乗用車・貨物自動車、一般機械、電気機械 

 
1.2. 産業財産制度の概要7 
1.2.1. 法令等整備状況 
1.2.1.1 加盟している産業財産権関連の主な条約 
・パリ条約 
・知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（TRIPS） 
・特許協力条約（Patent Cooperation Treaty） 
・湾岸協力会議（GCC） 
 
1.2.1.2. 産業財産に関する法律・規則8  
・1992 年特許意匠法(特許，実用新案、意匠及びひな形に関する規定並びに保護に関する

1992 年連邦法No.44) （以下、特許意匠法）が整備されている。1993 年 1 月 12 日施行、

実用新案は特許意匠法に規定されている。 
・1992 年商標法(商標に関する 1992 年連邦法No.37) （以下、商標法）が整備されている。

1993 年 1 月 12 日正式施行 
・特許意匠法：2006 年改正 
・商標法：2002 年改正 

                                            
6 財務省貿易統計http://www.customs.go.jp/toukei/srch/index.htm?M=23&P=0 （最終アクセス日：2017年2月1日） 
7 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
8 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 
TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
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1.2.2. 管轄官庁及び人的体制9 
(1) 特許、実用新案、意匠はUAE 経済省知的財産部門特許権局（以下、特許権局）が管

轄する。 
(2) 特許権局の職員数は 61 名で内訳は、審査官が 12 名（特許：5 名、実用新案： 

5 名、意匠：2 名）、審判官が 11 名（特許：5 名、実用新案：5 名、意匠：1 名）、他職

員 38 人である。 
(3) 商標はUAE 経済省知的財産部門商標局（以下、商標局）が管轄する。 
(4) 商標局の職員数は 35 名で内訳は、審査官 2 名、審判官 1 名、他職員 32 名である。 

 

 

 
図UAE-1 経済省組織図10 

                                            
9 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
10 United Arab Emirates Ministry Annual report p.12 

http://www.economy.gov.ae/StatisticsReports/AnnualReport2014-3.pdf を元に作成した。 
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1.3. UAE の産業財産制度の基礎情報（統計情報） 
1.3.1. 産業財産権の出願・登録件数 
(1) 特許、実用新案、意匠、商標の出願件数と登録件数11 
 特許、実用新案、意匠、商標の出願件数と登録件数は以下のとおりである。 

 

                                            
11 WIPO IP Statistics Data Center http://ipstats.wipo.int/ipstatv2/index.htmを参照した 
（最終アクセス日：2017 年 3 月 1 日）。 

 年 特許 実用新案 意匠 商標 

出願件数 

2011 1,351 ― 499 16,059 

2012 1,351 ― 459 16,798 

2013 1,426 1 540 18,747 

2014 1,472 1 804 20,321 

2015 1,753 2 813 － 

登録件数 

2011 100  

 

― 

150 23,351 

2012 40 266 9,982 

2013 63 215 13,336 

2014 110 368 19,040 

2015 177 123 ― 
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(2) 特許、実用新案、意匠、商標の国籍別の出願件数（上位 5 か国）12 
特許、実用新案、意匠、商標の国籍別の出願件数は以下のとおりである。 

AE：アラブ首長国連合 US：米国 GB：イギリス DE：ドイツ JP：日本  
 
 
 

                                            
12 WIPO IP Statistics Data Center  http://ipstats.wipo.int/ipstatv2/index.htm（最終アクセス日：2017年 3月1日） 
 

年 特許 実用新案 意匠 商標 

 国籍 出願 

件数 

国籍 出願 

件数 

国籍 出願 

件数 

国籍 出願 

件数 

2011 AE 26 

－ － 

AE 44 AE 3,208 

その他 1,325 その他 455 その他 12,851 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

2012 AE 20 

－ － 

AE 25 AE 4,130 

その他 1,331 その他 434 その他 12,668 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

2013 AE 18 その他 1 AE 62 AE 5,293 

その他 1,408 ― ― その他 478 その他 13,454 

― ― ― ― ― ―   

― ― ― ― ― ―   

― ― ― ― ― ―   

2014 AE 29 その他 1 AE 91 AE 6,992 

その他 1,443 ― ― その他 713 US 2,976 

― ― ― ― ― ― GB 1,047 

― ― ― ― ― ― DE 861 

― ― ― ― ― ― JP 839 

2015 AE 15 その他 2 AE 42 

－ － 

その他 1,738 ― ― その他 771 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 
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(3) 特許、実用新案、意匠、商標の国籍別の登録件数（上位 5 か国）13 
特許、実用新案、意匠、商標の国籍別の登録件数は以下のとおりである。 

AE：アラブ首長国連合 US：米国 GB：イギリス CH：スイス FR：フランス  
 
 
 
 
 

                                            
13 WIPO IP Statistics Data Center  http://ipstats.wipo.int/ipstatv2/index.htm（最終アクセス日：2017年 3月1日） 
 

年 特許 実用新案 意匠 商標 

 国籍 登録 

件数 

国籍 登録 

件数 

国籍 登録 

件数 

国籍 登録 

件数 

2011 AE 2 

－ － 

AE 2 AE 2,988 

その他 98 その他 148 その他 20,363 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

2012 AE 1 

－ － 

AE 5 AE 2,181 

その他 39 その他 261 その他 7,801 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

2013 AE 1 

－ － 

AE 3 AE 2,570 

その他 62 その他 212 その他 10,766 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

― ― ― ― ― ― 

2014 その他 110 

－ － 

AE 6 AE 5,522 

― ― その他 362 US 3,320 

― ― ― ― GB 1,233 

― ― ― ― CH 838 

― ― ― ― FR 824 

2015 その他 177 

－ － 

その他 123 

－ － 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 

― ― ― ― 
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 (4) 特許、実用新案、意匠、商標の分類別の出願件数（上位 5 分類）14 
特許、実用新案、意匠、商標の分類別の出願件数は以下のとおりである。 

※商標の 2014 年データのみ情報あり。 
 
(5) 特許、実用新案、意匠、商標の分類別の登録件数（上位 5 分類）16 
特許、実用新案、意匠、商標の分類別の登録件数は以下のとおりである。 

※商標の 2014 年データのみ情報あり。 
 
(6) 特許、実用新案、意匠、商標の出願人名別の上位 5 名の出願件数 
本調査研究では情報が得られなかった。 

 

                                            
14 WIPO IP Statistics Data Center  http://ipstats.wipo.int/ipstatv2/index.htm（最終アクセス日：2017年 3月1日） 
15 巻末のM. 国際分類を参照 
16 WIPO IP Statistics Data Center  http://ipstats.wipo.int/ipstatv2/index.htm（最終アクセス日：2017年 3月1日） 
17 巻末のM. 国際分類を参照 

年 特許 実用新案 意匠 商標15 

 分類 
出願 
件数 

分類 
出願 
件数 

分類 
出願 
件数 

分類 
出願 
件数 

2014 

― ― ― ― ― ― 第 35 類 1,861 

― ― ― ― ― ― 第 9 類 1,685 

― ― ― ― ― ― 第 3 類 1,551 
― ― ― ― ― ― 第 43 類 1,167 

― ― ― ― ― ― 第 25 類 1,155 

年 特許 実用新案 意匠 商標17 

 分類 
登録 
件数 

分類 
登録 
件数 

分類 
登録 
件数 

分類 
登録 
件数 

2014 

― ― ― ― ― ― 第 35 類 1,631 

― ― ― ― ― ― 第 9 類 1,621 

― ― ― ― ― ― 第 3 類 1,432 
― ― ― ― ― ― 第 25 類 1,072 

― ― ― ― ― ― 第 43 類 944 
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1.3.2. 審査の状況18 
(1) 審査にかかる期間 
 審査にかかる期間は以下のとおりである。 

 
ファーストアクションの日まで

の平均期間 
査定日までの平均期間 

特許 出願日から 2 年 出願日から 5 年 
実用新案 出願日から 2 年 出願日から 5 年 
意匠 出願日から 1～2 年 出願日から 2～3 年 
商標 出願日から 4 月 出願日から 9 月 
注）上記の期間は、現地法律事務所の実績値をベースとした推定値である。 
 
(2) 最終処分の内訳 
本調査研究では情報が得られなかった。 

 
1.3.3. 審判、行政訴訟及び民事訴訟の統計 
審判に関する情報は入手できなかった。行政訴訟及び民事訴訟に関する情報は非公開で

ある。 
 
1.4. 産業財産制度の動向19 
1.4.1. 産業財産に関する政策・戦略 
・特許意匠法、商標法について、本調査時点（2016 年 12 月）では、法令の見直し予定は

ない。 
・特許・実用新案・意匠に関する現状の課題は、審査期間の短縮である。 
・商標に関する、現状の課題は、審査のばらつきの低減である。 
 
1.4.2. 産業財産制度に関する運用（品質管理、審査官の育成、産業財産制度の利用促進） 
1.4.2.1 品質管理 
審査等の業務内容に関する審査の品質を一定に保つために、審査官教育を行っている。 

 
1.4.2.2 審査官の育成 
知財庁内部の研修などにより、審査官の育成をしている。また、1.4.2.1 に示すとおり、

常駐している韓国特許庁の審査官が、UAE 特許権局の審査官の教育を行っている。 
 

1.4.2.3 産業財産制度の利用促進 
産業財産権制度の利用促進や活用支援に関する取り組みとして、ユーザ向け説明会など

を実施している。 
 

                                            
18 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
19 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
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1.4.3. その他産業財産制度の運用等に関する情報 
本調査研究では情報が得られなかった。 
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2. 特許 
2.1. 特許制度の枠組み20,21,22,23 

2.1.1. 保護対象 
特許意匠法では、発明の保護のための原則、規則、要件等が定められている。 
法第 1 条24に、保護証書、発明、特許状、などの定義が記されている。 
特許意匠法で定義される発明とは、物、製造の方法又は技術的な問題に対する実用的解

決につながる公知の製造の方法の応用に関連するすべての革新的な思想であり、特許状に

より保護される。 

 
2.1.2. 権利の存続期間 
権利の存続期間は、法第 14 条に規定され、出願日から 20 年である。 

 
2.1.3. 権利の効力 
特許権の効力は、法第 15 条で規定されている。 
特許状には、製品の製造、使用、販売によりその発明を利用する権利、特許方法につい

ては、その方法の使用、などについてその保有者に与える権利が記載されている。 
なお、特許権者の同意を得ていない次のいずれかの行為は侵害とみなされる25。 

・ 特許製品については、その製品の製造、輸入、販売の申出、販売、若しくは販売の申出

のための所持、又は特許の対象が製品の使用であれば、その製品の使用 
・特許方法については、その方法の使用、又は特許方法によって直接得られた製品製造、

                                            
20 特許意匠法、特許意匠規則は以下に掲載されている仮訳を参照した。「産業財産権部 外国産業財産権制度情報 アラブ

首長国連邦」http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm (最終アクセス日：2017年 1月 31日) 
21 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

22 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
23 法令の文中では「特許権局」を「局」と記載する。 
24 本章では特許意匠法条文を「法第～条」、特許意匠規則条文を「規則第～条」と記載する。 
25 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

法第 1 条（抜粋） 
保護証書：権限のある行政機関によって与えられた発明、産業図面、意匠の特許性を示

す文書。これは、特許状、実用新案証書又は産業図面又は意匠登録書の書式でなされな

ければならない。 
発明：物、製造の方法又は技術的な問題に対する実用的解決につながる公知の製造の方

法の応用に関連するすべての革新的な思想。 
特許状：この国の名のもとで、発明に対し産業財産の行政機関によって発行された保護

証書。 

法第 14 条（抜粋） 
特許状は出願の日から 20 年、実用新案証書は出願の日から 10 年の期間有効とする。 
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輸入、販売の申出、販売、若しくは販売の申出のための所持 
 
方法特許によって与えられる保護は、その方法によって直接得られた製品も対象となる。 
次の行為は侵害とみなされない。 

・非工業的かつ非商業的な目的で実施した行為。ただし特許が製品の私的な使用について

も関与する場合、特許権者はその使用を留保する権利を持つ。 
・UAE 域内で販売した後の、特許保護製品に関連する行為 

 
2.1.4. 優先権 
優先権主張が認められる要件、優先期間は法第 11 条に規定され、優先期間は 12 月であ

る。また、PCT に加盟している場合、その国内段階移行期限は優先日から 30 月である。 

 
2.1.5. 新規性喪失の例外 
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護が 
与えられる。 

法第 15 条 
(1) 特許状は、その保有者に以下の権利を与えるものとする。 
(a) 製品の製造、使用、販売によりその発明を利用する権利。発明が産業製品又は製品

を製造する方法に係るものである場合、特許状の保有者に当該製品又は方法を使用する

権利を与える。発明が製品である場合、保有者は、自身の許諾なしに、他の者がその製

品を製造、使用、保持、販売又は輸入することを防ぐことができる。発明が産業の方法

である場合、保有者は、自身の許諾なしに、他の者がその方法を使用すること、及びそ

の方法から直接に生産される製品を使用、保持又は輸入することを防ぐことができる。

(b) 新規の方法又は既知の産業技術の応用に特許状又は実用新案証書が発行された場合

に、当該方法を使用する権利、及び当該方法から直接に生産される製品に関して本項(a)
に規定される行為を行なう権利 
(2) 第 15 条第 1 項に規定される特許状又は実用新案証書によって与えられる権利は、産

業又は商業目的で行なわれた行為に限定され、販売後の製品の保護に関係するその他の

行為には及ばないものとする。 

法第 11 条 
(1) 出願の際に、アラブ首長国連邦との協定又は条約の当事国である他国で行った出願

に基づく優先権主張を行なうことができる。この場合、この法律の施行規則で定めると

ころにより、出願日、以前に行なわれた出願の数を、その国名とともに示さなければな

らない。 
(2) 優先権の期間は、最初の出願日から 12 月とする。 
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2.1.6. 登録要件 
 特許状は、すべての技術分野において、科学的根拠を有した革新的な思想又は進歩性が

あり、かつ産業上利用可能性があるあらゆる新規の発明に対して与えられる（法第 4 条）。 

 
また、特許の不登録事由は、法第 6 条に規定されている。 

 
2.1.7. 第三者による情報提供制度 
第三者による情報提供制度はない。 
 

2.1.8. 出願公開制度 
 出願公開制度はない。 
 

法第 3 条   
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護

が与えられる。 

法第 4 条 
特許状は、すべての技術分野において、科学的根拠を有した革新的な思想又は進歩性が

あり、かつ産業上利用可能性があるあらゆる新規の発明に対して与えられる。農業、漁

業、工芸品及びサービスなどの分野で使用又は利用されるならば、その発明は最も広い

意味で産業上の利用可能性があるとみなされる。 
出願は、単一の発明又は単一の包括的な革新的着想をもたらした相互関係のある一群の

発明に限定されなければならない。この相互関係の条件が満たされないことが特許状発

行の後に明らかになったとしても、そのような証拠によっては特許は否定されない。 

法第 6 条 
(1) 次に掲げる事由に当てはまるときには、特許状、実用新案証書は発行されない。 
(a) 植物品種、動物種又は植物若しくは動物を生産する生物学的方法。ただし、微生物

学的方法及びその生産物は除く。 
(b)診断、治療及び外科手術による人や動物の治療方法 
(c) 科学並びに数学の原理、発見、及び方法 
(d) ビジネス若しくは精神的な活動若しくはゲームをするための指針、ルール、方法。

(e) 公の秩序又は善良の風俗に反する発明 
(2) 発明の範囲が国防に関するものであることが、特許出願の審査で行政機関に明らか

になったときには、この法律の施行規則に定める手続きを取るものとする。 
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2.1.9. 審査請求制度26 
 審査請求制度はない。 
ただし、実体審査請求の費用を払うことで、その出願は実体審査の手続に入る制度とな

っている（2.3.5 審査の手順 (2)実体審査参照）。 
早期審査制度はない27。 

 
2.1.10. 秘密保持に関する制度28 
特許が国防に関するものであることが、特許出願の審査で行政機関に明らかになったと

きには、この法律の施行規則に定める手続きを取るものとする。 
防衛大臣は、一定の発明、特に国防に関するものを秘密とするよう宣告できる。この場

合、発明は公表されず、出願人は合理的な補償金と引き替えに、自身の権利を防衛省に移

転する義務を負う可能性がある。特許権局は、出願が国防上の利益に関する事項を含むこ

とを発見した場合には、防衛大臣に通知しなければならない。 

 
法律には産業秘密及びノウハウの保護に関する規定が含まれている。これは未公表であ

り公衆の所属となっていない限り、第三者の不法使用、漏洩若しくは開示から保護される

が、秘密又はノウハウの所有者がその要素を秘密に維持するために必要な手段を講じてい

たことを条件とする。この手段には、ノウハウを開示から保護するために適切な保護手段

を講じ、従業者、契約者及びその他の者と秘密保持契約を締結することを含む。ノウハウ

の使用又は移転契約は特許権局に登録しなければならない。特許権局は契約の実体条件を

検査し、UAE の法律及び経済的利益の枠内での利益を達成する目的で、いずれかの条件

を改訂するよう当事者に要求することができる。 

 
 
                                            
26 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

27 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
28 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

法第 6 条（抜粋） 
(2) 発明の範囲が国防に関するものであることが、特許出願の審査で行政機関に明らか

になったときには、この法律の施行規則に定める手続きを取るものとする。 

法第 39 条 
ノウハウは、それが公開され又は公衆に利用可能となったものでない限り、特許又は実

用新案証書の認める権利を侵害することなしに、いかなる不正使用又は開示又は第三者

による発表からも保護される利益を享受する。この保護の利益を享受するためには、ノ

ウハウの保有者が別途細則で定める方法によりノウハウの構成部分の秘密を維持する

ために必要な措置をとっていることを必要とする。 
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2.1.11. 分割に関する制度29 
基本的に自発的な分割出願はできないが、単一性違反の拒絶理由通知を受けたときのみ

分割出願が可能である。 
 

2.1.12. 出願の変更に関する制度30 
出願の変更に関する制度はない。 
ただし、その運用については現地事務所によって異なる見解がある31。 
 

2.1.13. 異議申立てに関する制度32 
 異議申立制度が法第 13 条に規定されている。利害関係者は、公告から 60 日以内に、権

限のある委員会に対して特許付与に対する異議申立てができる。 
委員会は、経済大臣により設けられる。法務大臣によって指名された裁判官が委員長を

務め、産業財産権に関する専門家二人の委員によって構成される（法第 66 条）。 

 

 
なお、委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟

法に基づき、権限のある裁判所に上訴することができる（法第 37 条）。 

                                            
29 UAE・サウジアラビアにおける特許権取得・行使上の留意点（2015年 6月 一般社団法人日本知的財産協会）p.29を

参照した。 
30 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
31 UAE・サウジアラビア調査団報告（2015年6 月 一般社団法人日本知的財産協会）p.21及びp.41 
32 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

法第 13 条 
特許状と実用新案証書は大臣の決定に基づいて発行され、産業財産公報により公表され

なければならない。いかなる利害関係人も、公表の日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。定められた期間内に申立てがないとき、特許状又は実

用新案証明書は利害関係のある出願人に交付される。特許状又は実用新案証明書には、

発行日、手数料又はこの法律の施行規則で規定する関連情報とともに、登録番号を表示

しなければならない。 

法第 66 条 
(1) この法律及び施行規則に従い、経済大臣は、法務大臣によって指名された裁判官が

委員長を務め、産業財産権に関する専門家二人を含めた委員会を設けることができる(た
だし、産業財産行政機関の職員を委員にすることはできない)。さらに、大臣は、委員長

の指示の下で働く事務官を任命することができる。 
(2) この委員会は、この法律及び施行規則の実施に関連する決定について、利害関係人

が提起した申立てを審理する責任を負う。この法律の施行規則に、委員の報酬、申立て

の手続き、その手数料とともに委員会の枠組みを定めるものとする。 
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2.1.14. 審判制度 
(1) 拒絶査定不服審判33 
拒絶査定不服審判については、法第 12 条に規定されている。特許出願が拒絶された場

合には、出願人はその通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員会に不服の申立て

をすることができる。 

 
なお、委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟

法に基づき、権限のある裁判所に上訴することができる（法第 37 条）。 
 

(2) 無効審判 
利害関係人は管轄裁判所へ特許、実用新案証書の無効を求めることができる（法第 34

条）。 

 
 

                                            
33 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

法第 67 条 
委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟法に基

づき、権限のある裁判所に上訴することができる。これに関し、裁判所は、紛争処理分

野の専門家や産業財産行政機関に意見を求めることができる。 

法第 12 条 
行政機関は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許状又は実用新案証書の

審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要ないかなる文書の提出

も求めることができる。行政機関は、出願が拒絶される場合にはその旨を出願人に通知

しなければならない。出願人は、その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。 

法第 34 条 
すべての利害関係者は、管轄裁判所に対し、特許、実用新案証書又は強制実施許諾の無

効を求めることができる。さらに特許権者、実用新案証書の保有者、強制実施権者及び

すべての関係当事者は、以下の場合に通知を受けるものとする。 
(1) 特許、実用新案証書、強制実施許諾がこの法律又は細則で掲げられている要件を満

たさずに与えられたとき 
(2) 特許、実用新案証書、強制実施許諾が、第 11 条に規定する優先権出願に従わずに与

えられたとき 
さらに、無効の申立ては、特許、実用新案証書、強制実施許諾の一部に限定して行なう

ことができる。その場合には、判決によって、その権利範囲が特定されたものとみなす。
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(3) 訂正審判34 
訂正審判制度はない。 
 

2.1.15. その他（追加に関する制度） 
 特許意匠法では、追加に関する制度が、法第 36 条に規定されている。 
特許若しくは実用新案証書の保有者又はその承継人は、当該発明の改良、変更又は追加

を理由として追加的な特許又は実用新案証書を得る権利を有している。また、追加的な保

護が与えられる前であれば、関連出願を、独立した特許出願又は実用新案証書に変更する

ことができる。 

 

                                            
34 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

法第 36 条 
(1) 特許若しくは実用新案証書の保有者又はその承継人は、当該発明の改良、変更又は

追加を理由として追加的な特許又は実用新案証書を得る権利を有するものとする。追加

的な保護の出願は、元の保護の出願と同じ条件を満たさなければならず、元の出願と同

じ効果をもたらすものとする。 
(2) 追加的な保護の存続期間は、本来の保護の存続期間の満了とともに終了する。ただ

し、本来の保護の無効により、必ずしも追加的な保護は無効とはならない。また、細則

により、追加的な保護に対する年金を決定する。 
(3) 追加的な保護が与えられる前に、関連出願を、独立した特許出願又は実用新案証書

に変更することができる。 
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2.2 審査基準・審査ガイドライン35 
特許に関する審査ガイドラインはない。また、出願人向けのガイドラインもない。 
 

2.3. 審査業務 
2.3.1. 出願から登録までの流れ 
 
 

 
 

図UAE-2 出願から登録までの流れ 
 

                                            
35 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
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2.3.2. 使用分類36 
国際特許分類（IPC）は採用されていない。審査においては、製品の分類が適用されて

いる。 
 

2.3.3. 出願に用いる言語 
手続言語はアラビア語である37。出願言語はアラビア語と英語である（規則第 6 条）。 

 
2.3.4. 出願日の認定及び出願書類 
出願日を認定するための書類は、願書、明細書（クレーム、要約、図面）、手数料など

である。委任状、発明者から出願人への譲渡証書及びその抄本はUAE領事館にて認証さ

れなければならない（規則第 6 条）。 
 
出願に必要な書類は以下のとおりである38。 
なお、(2)から(5)までの書類は出願日から 90 日以内に提出しなければならない。 

(1) 所定の様式の願書、代理人の記入及び署名、出願人及び発明者のフルネーム、住所、

国籍並びに職業、発明の簡単な名称を表示する。該当すれば優先権主張の基礎となる出願

の日付、国名及び番号を記載した優先権主張を表示しなければならない。 
(2) 出願人企業からの委任状、出願人が記入及び署名する(UAE 領事認証、又はバーレー

ン、クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事認証を受ける)。 
(3) 発明者が出願人でない場合には発明者から出願人への譲渡証(UAE 領事認証、又はバ

ーレーン、クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事認証を受ける) 
(4) 出願人が企業の場合には、商業登記簿又は定款の抄本。UAE 領事(又はバーレーン、

クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事)の認証を受ける。 
(5) 外国出願から優先権を主張する非PCT 出願については優先権書類の証明付謄本 

                                            
36 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
37 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
38 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

規則第 6 条（抜粋） 
(3) すべての書類には，それが英語で作成されていない場合は，アラビア語への，又は，

英語又はアラブではない言語によって作成されている場合は，英語及びアラビア語双方

への翻訳文を添付しなければならない。 

規則第 6 条 
(1) 願書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 
1. 発明についての明細書。発明の名称を最初に記載し，その後，次に掲げる事項を記載

しなければならない。 
（中略） 
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2.3.5 審査の手順 
方式審査については、規則第 92 条、実体審査については、規則第 93 条に規定されてい

る。 
出願は最初に方式審査を受ける。方式審査では、出願人の表示、必要な書類、書類の提

2. 発明に係る図面。発明を確認するために必要な場合は，提出しなければならず，又は，

その発明を確認するために必要ではない場合であっても，発明の性質が図面による説明

を許容している場合は，提出することができる。 
3. 200 以下の語による，発明の要約。技術情報としてのみ使用されるものとし，かつ，

次に掲げる内容によるものでなければならない。 
（中略） 
4. 出願人が法人である場合は，事情に応じ，商業登記簿の抄本又はパートナーシップ定

款若しくは設立証書からの正式抄本 
5. 出願人が発明者でない場合は，その発明についての出願人の権利を証明する文書 
6. 発明の主要部分が他人の発明から取得されている場合は，当該他人の承諾書 
7. 願書を，代理人を通して提出する場合は，委任文書 
8. 願書が，アラブ首長国連邦を当事国とする国際的な協定又は条約が法律第 11 条の規

定による登録における優先性を有しているとみなされるべき旨の希望を含んでいる場

合は，先の出願及びその付属書類の副本。これには，その出願日及び出願番号並びに出

願国を示す証明書を添付しなければならない。 
9. 仮保護のために発行された証明書がある場合は，その証明書 
10. イスラエル・ボイコット庁からの書簡であって，出願人を相手とする事業取引が禁

止されていない旨のもの 
(2) 4., 5., 6.，7.及び 8.は正式な証明を受けたものでなければならない。 
(3) すべての書類には，それが英語で作成されていない場合は，アラビア語への，又は，

英語又はアラブではない言語によって作成されている場合は，英語及びアラビア語双方

への翻訳文を添付しなければならない。 
(4) 1．，2．及び 3.に規定した文書を提出するときは，その正本及び副本を願書に添付し

なければならない。それらの文書及び願書については，本規則第 7 条から第 12 条まで

の規定を遵守しなければならない。 
(5) 願書に他の書類が添付されていない場合は，出願人は，該当する事情に応じ，それ

らの内の必要とされる書類を願書の提出日から 30 日以内に提出する旨の様式第 6 号に

よる約定書を提出することが許可される。出願人が，この期間にそれらの文書を提出し

ない場合は，その出願は無効とみなされるが，8.にいう文書の場合は例外とし，提出が

要求されている場合における，所定期間内でのそれらの文書の不提出は，優先権を主張

する出願人の権利の没収をもたらすものとする。出願登録簿には，局の主席管理官の決

定を基にして，該当する事情に応じ，出願は無効とみなす，又は優先権を主張する出願

人の権利は没収された旨を記載するものとする。 
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出期限、などについて判断される39。審査の結果、法律又は本規則に定められている条件

の一部が満たされていないことが明らかになった場合には、特許権局は、出願人に書留郵

便による通知書を発送し、通知書受領日から 30 日以内に、出願を完全なものにするため

に必要な事項を完成するよう要求することができる。 
ただし、補正できる期間については、「出願人は通知日から 90 日以内に不備を訂正する

よう要求されます。」という情報もある40。 
出願が方式に適合すると判断された場合、実体審査に進むことができる。実体審査では

新規性、進歩性、産業利用の可能性など、について判断される41。 
特許権局は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許状又は実用新案証書の

審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要な、いかなる文書の提出

も求めることができる（法第 12 条）。 
審査において、決裁権限は審査官にある。分類付与も審査官が行い、審査は出願の順に

実施される。審査の権利の有効性を確認する方法としては、裁判へ無効の申立てができる42。 
なお、2016 年 12 月に本調査で入手した情報では、韓国特許庁の審査官がUAE 特許権

局に常駐し、審査の援助をしているという状況であった43。 

 

                                            
39 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
40 国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日）p.7を参照した。 
41 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
42 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
43 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

 規則第 92 条 
局は，局に登録された出願を様式の観点から審査するものとする。審査の結果，法律又

は本規則に定められている条件の一部が満たされていないことが明らかになった場合

は，局は出願人に書留郵便による通知書を発送し，通知書受領日から 30 日以内に，出

願を完全なものにするために必要な事項を完成するよう要求することができる。出願人

に要求されたものが前記期間内に実行されなかった場合は，その出願は無効とみなさ

れ，この事実が，局の主席管理官の命令を基にして，その出願が登録されている登録簿

に記載されるものとする。 

 規則第 93 条 
出願が様式に関しては完全であると思われるときは，局は出願の実体審査のために必要

な費用を，その費用推定に関する調査を基にして査定しなければならない。局はその後，

出願人に対し，書留郵便により通知書を送付し，出願人によるその受領日から 90 日以

内に当該費用を納付するよう要求しなければならない。出願人が前記期間内にその費用

を納付した場合は，その出願は実体審査の手続に入る。出願人が前記期間内に納付しな

い場合は，その出願は無効とみなされ，この事実が，局の主席管理官による命令を基に

して，その出願が登録されている登録簿に記載されるものとする。 
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2.3.6 審査結果の通知及び応答 
審査結果の通知及び応答についての規定は法第 12 条に規定される。 
特許権局は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い、特許出願の審査を行い、

特許状の発行に必要な、いかなる文書の提出も求めることができる。 
また、特許権局は、出願が拒絶される場合には、その旨を出願人に通知し、出願人は、

その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員会に申立てをすることができる。 
なお、方式審査及び実体審査の結果及び応答については 2.3.5 審査の手順、拒絶査定の

際の通知及び応答については、2.1.14. 審判制度(1) 拒絶査定不服審判、を参照のこと。 
審査結果の通知はオンライン送信で通知される。ただし、出願の手続きはオンラインに

対応していない44。 

 
2.3.7. 出願・登録手数料 
出願及び登録に関する手数料は以下のとおりである。 
手数料の支払いは、E-dirham card45により行う。 
なお、特許状又は実用新案証書を維持する年金を支払わなければならない。出願の日か

ら始めて、各年の初めに支払う（法第 14 条）。 

 
米国・ドル(USD)建の手数料46 

                                            
44 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
45 UAE財務省https://www.edirhamg2.ae/en/about.html (最終アクセス日：2017年 2月1日) 
46 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月）を参照し作成した。 

法第 12 条（再掲） 
行政機関は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許状又は実用新案証書の

審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要ないかなる文書の提出

も求めることができる。行政機関は、出願が拒絶される場合にはその旨を出願人に通知

しなければならない。出願人は、その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。 

法第 14 条 
特許状は出願の日から 20 年、実用新案証書は出願の日から 10 年の期間有効とする。特

許状又は実用新案証書を維持する年金を支払わなければならない。年金は、出願の日か

ら始めて各年の初めに支払う。 
（省略） 

 個 人 法 人 

出 願 108.93 217.86

公 告 54.47 108.93

実体審査請求 1,906.01 1,906.01

201



アラブ首長国連邦（UAE） 

 
 

※ 1US$=115 円（日本銀行 基準外国為替相場 2017 年 2 月 20 日） 
 

第 2 年度の年金支払 108.93 217.86
第 3 年度の年金支払 114.38 228.76
第 4 年度の年金支払 119.83 239.65
第 5 年度の年金支払 125.27 250.54
第 6 年度の年金支払 130.72 261.44
第 7 年度の年金支払 136.17 272.33

第 8 年度の年金支払 141.61 283.22
第 9 年度の年金支払 147.06 294.12

第 10 年度の年金支払 152.51 305.01
第 11 年度の年金支払 157.95 315.90
第 12 年度の年金支払 163.40 326.80
第 13 年度の年金支払 168.85 337.69
第 14 年度の年金支払 174.29 348.58
第 15 年度の年金支払 179.74 359.48

第 16 年度の年金支払 185.19 370.37
第 17 年度の年金支払 190.63 381.26

第 18 年度の年金支払 196.08 392.16

第 19 年度の年金支払 201.53 403.05

第 20 年度の年金支払 206.97 413.94

202



アラブ首長国連邦（UAE） 

 
 

3. 実用新案 
3.1. 実用新案制度の枠組み47,48,49,50 

3.1.1. 保護対象 
特許意匠法では、発明の保護のための原則、規則、要件等が定められている。 
法第 1 条51に、保護証書、実用新案証書、などの定義が記されている。 
実用新案とは、この国の名のもとで、特許状を与えるには十分ではない知的創作活動か

ら生まれた発明である。実用新案証書により保護される。 

 
3.1.2. 権利の存続期間 
権利の存続期間は、法第 14 条に規定され、出願日から 10 年である。 

 
3.1.3. 権利の効力 
実用新案証書によって与えられる権利は、法第 15 条で規定されている。 
実用新案証書で、製品の製造、使用、販売によりその発明を利用する権利。発明が方法

に関するものであれば、その使用、などについて、保有者に与える権利を記している。 
なお、実用新案権者の同意を得ていない次のいずれかの行為は侵害とみなされる52。 
実用新案製品については、その製品の製造、輸入、販売の申出、販売、若しくは販売の 

申出のための所持、又は実用新案の対象が製品の使用であれば、その製品の使用。 
 
 

                                            
47 特許意匠法、特許意匠規則は次に掲載された仮訳を参照した。「産業財産権部 外国産業財産権制度情報 アラブ首長国

連邦」http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm (最終アクセス日：2017年 1月31 日)  
48 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

49 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
50 法令の文中では「特許権局」を「局」と記載する。 
51 本章では特許意匠法条文を「法第～条」、特許意匠規則条文を「規則第～条」と記載する。 
52 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

法第 1 条（抜粋） 
保護証書：権限のある行政機関によって与えられた発明、産業図面、意匠の特許性を示

す文書。これは、特許状、実用新案証書又は産業図面又は意匠登録書の書式でなされな

ければならない。 
発明：物、製造の方法又は技術的な問題に対する実用的解決につながる公知の製造の方

法の応用に関連するすべての革新的な思想。 
実用新案証書：この国の名のもとで、特許状を与えるには十分ではない知的創作活動か

ら生まれた発明に対し、産業財産の行政機関によって発行された保護証書。 

法第 14 条（抜粋） 
特許状は出願の日から 20 年、実用新案証書は出願の日から 10 年の期間有効とする。 
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次の行為は侵害とみなされない： 
(1) 非工業的かつ非商業的な目的で実施した行為。ただし実用新案が製品の私的な使用に

ついても関与する場合、実用新案権者はその使用を留保する権利を持つ。 
(2) UAE 域内で販売した後の、実用新案保護製品に関連する行為 

 
3.1.4. 優先権 
優先権主張が認められる要件、優先期間は法第 11 条に規定され、優先期間は 12 月であ

る。また、PCT に加盟している場合、その国内段階移行期限は優先日から 30 月である。 

 
3.1.5. 新規性喪失の例外 
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護が

与えられる。 

法第 15 条 
(1) 特許状は、その保有者に以下の権利を与えるものとする。 
(a) 製品の製造、使用、販売によりその発明を利用する権利。発明が産業製品又は製品

を製造する方法に係るものである場合、特許状の保有者に当該製品又は方法を使用する

権利を与える。発明が製品である場合、保有者は、自身の許諾なしに、他の者がその製

品を製造、使用、保持、販売又は輸入することを防ぐことができる。発明が産業の方法

である場合、保有者は、自身の許諾なしに、他の者がその方法を使用すること、及びそ

の方法から直接に生産される製品を使用、保持又は輸入することを防ぐことができる。

(b) 新規の方法又は既知の産業技術の応用に特許状又は実用新案証書が発行された場合

に、当該方法を使用する権利、及び当該方法から直接に生産される製品に関して本項(a)
に規定される行為を行なう権利 
(2) 第 15 条第 1 項に規定される特許状又は実用新案証書によって与えられる権利は、産

業又は商業目的で行なわれた行為に限定され、販売後の製品の保護に関係するその他の

行為には及ばないものとする。 

法第 11 条 
(1) 出願の際に、アラブ首長国連邦との協定又は条約の当事国である他国で行った出願

に基づく優先権主張を行なうことができる。この場合、この法律の施行規則で定めると

ころにより、出願日、以前に行なわれた出願の数を、その国名とともに示さなければな

らない。 
(2) 優先権の期間は、最初の出願日から 12 月とする。 

法第 3 条   
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護

が与えられる。 
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3.1.6. 登録要件 
実用新案証書は、特許性が認められるほど革新的なものではないが、産業上利用できる

新規の発明に対して発行される（法第 5 条）。発明者又はその代理人の要請により、法第 4
条に規定する条件を満たす発明にも実用新案証書が発行される。 

 
また、実用新案の不登録事由は、法第 6 条に規定されている。 

 
3.1.7. 第三者による情報提供制度 
第三者による情報提供制度はない。 
 

3.1.8. 出願公開制度 
 出願公開制度はない。 
 
3.1.9. 審査請求制度53 
 審査請求制度はない。 
ただし、実体審査請求の費用を払うことで、その出願は実体審査の手続きに入る制度と

なっている（3.2.5 審査の手順 (2)実体審査参照）。 
早期審査制度はない54。 

 

                                            
53 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

54 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

法第 5 条 
実用新案証書は、特許性が認められるほど革新的なものではないが、産業上利用できる

新規の発明に対して発行される。発明者又はその代理人の要請により、第 4 条に規定す

る条件を満たす発明にも実用新案証書が発行される。 

法第 6 条 
(1) 次に掲げる事由に当てはまるときには、特許状、実用新案証書は発行されない。 
(a) 植物品種、動物種又は植物若しくは動物を生産する生物学的方法。ただし、微生物

学的方法及びその生産物は除く。 
(b)診断、治療及び外科手術による人や動物の治療方法 
(c) 科学並びに数学の原理、発見、及び方法 
(d) ビジネス若しくは精神的な活動若しくはゲームをするための指針、ルール、方法 
(e) 公の秩序又は善良の風俗に反する発明 
(2) 発明の範囲が国防に関するものであることが、特許出願の審査で行政機関に明らか

になったときには、この法律の施行規則に定める手続きを取るものとする。 
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3.1.10. 秘密保持に関する制度55 
法律には産業秘密及びノウハウの保護に関する規定が含まれている（法第 39 条）。 

 
3.1.11. 分割に関する制度56 
分割出願を認める規定は法律に存在しない。 
 

3.1.12. 出願の変更に関する制度57 
出願の変更に関する制度はない。 
ただし、その運用については現地事務所によって異なる見解がある58。 
 

3.1.13. 異議申立てに関する制度59 
 異議申立制度が法第 13 条に規定されている。利害関係者は、公告から 60 日以内に、権

限のある委員会に対して実用新案証の付与に対する異議申立てができる。 
委員会は、経済大臣により設けられる。法務大臣によって指名された裁判官が委員長を

務め、産業財産権に関する専門家二人の委員によって構成される（法第 66 条）。 

 

                                            
55 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
56 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
57 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
58 UAE・サウジアラビア調査団報告（2015年6 月 一般社団法人日本知的財産協会）p.21及びp.41 
59 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

法第 39 条 
ノウハウは、それが公開され又は公衆に利用可能となったものでない限り、特許又は実

用新案証書の認める権利を侵害することなしに、いかなる不正使用又は開示又は第三者

による発表からも保護される利益を享受する。この保護の利益を享受するためには、ノ

ウハウの保有者が別途細則で定める方法によりノウハウの構成部分の秘密を維持する

ために必要な措置をとっていることを必要とする。 

法第 13 条（再掲） 
特許状と実用新案証書は大臣の決定に基づいて発行され、産業財産公報により公表され

なければならない。いかなる利害関係人も、公表の日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。定められた期間内に申立てがないとき、特許状又は実

用新案証明書は利害関係のある出願人に交付される。特許状又は実用新案証明書には、

発行日、手数料又はこの法律の施行規則で規定する関連情報とともに、登録番号を表示

しなければならない。 
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なお、委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟

法に基づき、権限のある裁判所に上訴することができる（法第 67 条）。 
 

3.1.14. 審判制度 
(1) 拒絶査定不服審判 
拒絶査定不服審判については、法第 12 条に規定されている。特許出願が拒絶された場

合には、出願人はその通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員会に不服の申立て

をすることができる。 

 
なお、委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟

法に基づき、権限のある裁判所に上訴することができる（法第 67 条）。 
 

(2) 無効審判 
利害関係人は管轄裁判所へ特許、実用新案証書の無効を求めることができる（法第 32

条）。 

法第 66 条（再掲） 
(1) この法律及び施行規則に従い、経済大臣は、法務大臣によって指名された裁判官が

委員長を務め、産業財産権に関する専門家二人を含めた委員会を設けることができる(た
だし、産業財産行政機関の職員を委員にすることはできない)。さらに、大臣は、委員長

の指示の下で働く事務官を任命することができる。 
(2) この委員会は、この法律及び施行規則の実施に関連する決定について、利害関係人

が提起した申立てを審理する責任を負う。この法律の施行規則に、委員の報酬、申立て

の手続き、その手数料とともに委員会の枠組みを定めるものとする。 

法第 12 条 
行政機関は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許状又は実用新案証書の

審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要ないかなる文書の提出

も求めることができる。行政機関は、出願が拒絶される場合にはその旨を出願人に通知

しなければならない。出願人は、その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。 

法第 34 条 
すべての利害関係者は、管轄裁判所に対し、特許、実用新案証書又は強制実施許諾の無

効を求めることができる。さらに特許権者、実用新案証書の保有者、強制実施権者及び

すべての関係当事者は、以下の場合に通知を受けるものとする。 
(1) 特許、実用新案証書、強制実施許諾がこの法律又は細則で掲げられている要件を満

たさずに与えられたとき 
(2) 特許、実用新案証書、強制実施許諾が、第 11 条に規定する優先権出願に従わずに与
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(3) 訂正審判60 
訂正審判制度はない。 
 

3.1.15. その他（追加に関する制度） 
 特許意匠法では、追加に関する制度が、法第 36 条に規定されている。 
特許若しくは実用新案証書の保有者又はその承継人は、当該発明の改良、変更又は追加

を理由として追加的な特許又は実用新案証書を得る権利を有している。また、追加的な保

護が与えられる前であれば、関連出願を、独立した特許出願又は実用新案証書に変更する

ことができる。 

 
3.2 審査基準・審査ガイドライン61 
実用新案に関する審査ガイドラインはない。また、出願人向けのガイドラインもない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                            
60 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
61 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

えられたとき 
さらに、無効の申立ては、特許、実用新案証書、強制実施許諾の一部に限定して行なう

ことができる。その場合には、判決によって、その権利範囲が特定されたものとみなす。

法第 36 条（再掲） 
(1) 特許若しくは実用新案証書の保有者又はその承継人は、当該発明の改良、変更又は

追加を理由として追加的な特許又は実用新案証書を得る権利を有するものとする。追加

的な保護の出願は、元の保護の出願と同じ条件を満たさなければならず、元の出願と同

じ効果をもたらすものとする。 
(2) 追加的な保護の存続期間は、本来の保護の存続期間の満了とともに終了する。ただ

し、本来の保護の無効により、必ずしも追加的な保護は無効とはならない。また、細則

により、追加的な保護に対する年金を決定する。 
(3) 追加的な保護が与えられる前に、関連出願を、独立した特許出願又は実用新案証書

に変更することができる。 
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3.3. 審査業務 
3.3.1. 出願から登録までの流れ 

 

 
 

 
図UAE-3 出願から実用新案登録までの流れ 
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3.3.2. 使用分類62 
国際特許分類（IPC）は採用されていない。審査においては、製品の分類が適用されて

いる。 
 

3.3.3. 出願に用いる言語 
手続言語はアラビア語である63。出願言語はアラビア語と英語である（規則第 6 条）。 

 
3.3.4. 出願日の認定及び出願書類 
出願日を認定するための書類は、願書、明細書（クレーム、要約、図面）、手数料など

である。委任状、発明者から出願人への譲渡証書及びその抄本はUAE領事館にて認証さ

れなければならない（規則第 6 条）。 
 
出願に必要な書類は以下のとおりである64。 
次の(4)から(7)の書類は出願日から 90 日以内に提出しなければならない。 

(1) 所定の様式の願書、代理人が記入及び署名し、出願人及び発明者のフルネーム、住所、

国籍並びに職業、発明の簡単な名称を表示する。該当すれば優先権主張の基礎となる出願

の日付、国名及び番号を記載した優先権主張を表示しなければならない。 
(2) 明細書、クレーム 
(3) 図面 
(4) 出願人企業からの委任状、出願人が記入及び署名する(UAE 領事認証、又はバーレー

ン、クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事認証を受ける)。 
(5) 発明者が出願人でない場合には発明者から出願人への譲渡証(UAE 領事認証、又はバ

ーレーン、クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事認証を受ける) 
(6) 出願人が企業の場合には、商業登記簿又は定款の抄本。UAE 領事(又はバーレーン、

クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビアの領事)の認証を受ける。 
(7) 外国出願から優先権を主張する非PCT 出願については優先権書類の証明付謄本 
 
 
 

                                            
62 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
63 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
64 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

規則第 6 条（抜粋） 
(3) すべての書類には，それが英語で作成されていない場合は，アラビア語への，又は，

英語又はアラブではない言語によって作成されている場合は，英語及びアラビア語双方

への翻訳文を添付しなければならない。 
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規則第 6 条 
(1) 願書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 
1. 発明についての明細書。発明の名称を最初に記載し，その後，次に掲げる事項を記載

しなければならない。 
（中略） 
2. 発明に係る図面。発明を確認するために必要な場合は，提出しなければならず，又は，

その発明を確認するために必要ではない場合であっても，発明の性質が図面による説明

を許容している場合は，提出することができる。 
3. 200 以下の語による，発明の要約。技術情報としてのみ使用されるものとし，かつ，

次に掲げる内容によるものでなければならない。 
（中略） 
4. 出願人が法人である場合は，事情に応じ，商業登記簿の抄本又はパートナーシップ定

款若しくは設立証書からの正式抄本 
5. 出願人が発明者でない場合は，その発明についての出願人の権利を証明する文書 
6. 発明の主要部分が他人の発明から取得されている場合は，当該他人の承諾書 
7. 願書を，代理人を通して提出する場合は，委任文書 
8. 願書が，アラブ首長国連邦を当事国とする国際的な協定又は条約が法律第 11 条の規

定による登録における優先性を有しているとみなされるべき旨の希望を含んでいる場

合は，先の出願及びその付属書類の副本。これには，その出願日及び出願番号並びに出

願国を示す証明書を添付しなければならない。 
9. 仮保護のために発行された証明書がある場合は，その証明書 
10. イスラエル・ボイコット庁からの書簡であって，出願人を相手とする事業取引が禁

止されていない旨のもの 
(2) 4., 5., 6.，7.及び 8.は正式な証明を受けたものでなければならない。 
(3) すべての書類には，それが英語で作成されていない場合は，アラビア語への，又は，

英語又はアラブではない言語によって作成されている場合は，英語及びアラビア語双方

への翻訳文を添付しなければならない。 
(4) 1．，2．及び 3.に規定した文書を提出するときは，その正本及び副本を願書に添付し

なければならない。それらの文書及び願書については，本規則第 7 条から第 12 条まで

の規定を遵守しなければならない。 
(5) 願書に他の書類が添付されていない場合は，出願人は，該当する事情に応じ，それ

らの内の必要とされる書類を願書の提出日から 30 日以内に提出する旨の様式第 6 号に

よる約定書を提出することが許可される。出願人が，この期間にそれらの文書を提出し

ない場合は，その出願は無効とみなされるが，8.にいう文書の場合は例外とし，提出が

要求されている場合における，所定期間内でのそれらの文書の不提出は，優先権を主張

する出願人の権利の没収をもたらすものとする。出願登録簿には，局の主席管理官の決

定を基にして，該当する事情に応じ，出願は無効とみなす，又は優先権を主張する出願

人の権利は没収された旨を記載するものとする。 
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3.3.5 審査の手順65 
 方式審査については、規則第 92 条、実体審査については、規則第 93 条に規定されてい

る。 
出願は最初に方式審査を受ける。方式審査では、出願人の表示、必要な書類、書類の提出

期限、などについて判断される。審査の結果、法律又は本規則に定められている条件の一

部が満たされていないことが明らかになった場合には、特許権局は、出願人に書留郵便に

よる通知書を発送し、通知書受領日から 30 日以内に、出願を完全なものにするために必

要な事項を完成するよう要求することができる。ただし、補正できる期間については、「出

願人は通知日から 90 日以内に不備を訂正するよう要求されます。」という情報もある66。 
出願が方式に適合すると判断された場合、実体審査に進むことができる。実体審査では

新規性、進歩性、産業利用の可能性など、について判断される。 
特許権局は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許出願又は実用新案証書

の審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要な、いかなる文書の提

出も求めることができる（法第 12 条）。 
審査において、決裁権限は審査官にある。分類付与も審査官が行い、審査は出願の順に

実施される。審査の権利の有効性を確認する方法としては、裁判所へ無効の申立てができ

る。 
なお、2016 年 12 月に本調査で入手した情報では、韓国特許庁の審査官がUAE 特許権

局に常駐し、審査の援助をしているという状況であった67。 

 

                                            
65 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
66 国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日）p.7を参照した。 
67 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

 規則第 92 条（再掲） 
局は，局に登録された出願を様式の観点から審査するものとする。審査の結果，法律又

は本規則に定められている条件の一部が満たされていないことが明らかになった場合

は，局は出願人に書留郵便による通知書を発送し，通知書受領日から 30 日以内に，出

願を完全なものにするために必要な事項を完成するよう要求することができる。出願人

に要求されたものが前記期間内に実行されなかった場合は，その出願は無効とみなさ

れ，この事実が，局の主席管理官の命令を基にして，その出願が登録されている登録簿

に記載されるものとする。 

 規則第 93 条（再掲） 
出願が様式に関しては完全であると思われるときは，局は出願の実体審査のために必要

な費用を，その費用推定に関する調査を基にして査定しなければならない。局はその後，

出願人に対し，書留郵便により通知書を送付し，出願人によるその受領日から 90 日以

内に当該費用を納付するよう要求しなければならない。出願人が前記期間内にその費用
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3.3.6 審査結果の通知及び応答 
審査結果の通知及び応答についての規定は法第 12 条に規定される。 
特許権局は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い、実用新案証書の審査を行

い、実用新案証書の発行に必要な、いかなる文書の提出も求めることができる。 
また、特許権局は、出願が拒絶される場合には、その旨を出願人に通知し、出願人は、

その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員会に申立てをすることができる。 
なお、方式審査及び実体審査の結果及び応答については 3.3.5 審査の手順、拒絶査定の

際の通知及び応答については、3.1.14. 審判制度(1) 拒絶査定不服審判、を参照のこと。 
審査結果の通知はオンライン送信で通知される。ただし、出願の手続きはオンラインに

対応していない68。 

 

                                            
68 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

を納付した場合は，その出願は実体審査の手続に入る。出願人が前記期間内に納付しな

い場合は，その出願は無効とみなされ，この事実が，局の主席管理官による命令を基に

して，その出願が登録されている登録簿に記載されるものとする。 

法第 12 条 
行政機関は、この法律及びその施行規則で定める規定に従い特許状又は実用新案証書の

審査をしなければならず、特許状又は実用新案証書の発行に必要ないかなる文書の提出

も求めることができる。行政機関は、出願が拒絶される場合にはその旨を出願人に通知

しなければならない。出願人は、その通知を受けた日から 60 日以内に権限のある委員

会に申立てをすることができる。 
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3.3.7. 出願・登録手数料 
手数料の支払いは、E-dirham card69により行う。 
なお、特許状又は実用新案証書を維持する年金を支払わなければならない。出願の日か

ら始めて、各年の初めに支払う（法第 14 条）。 
 
米国・ドル(USD)建の手数料70 

※ 1US$=115 円（日本銀行 基準外国為替相場 2017 年 2 月 20 日） 

                                            
69 UAE財務省https://www.edirhamg2.ae/en/about.html (最終アクセス日：2017年 2月1日) 
70 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月）を参照し作成した。 

 個 人 法 人 

出 願 108.93 217.86

公 告 54.47 108.93

実体審査請求 1,906.01 1,906.01

第 2 年度の年金支払 108.93 217.86
第 3 年度の年金支払 114.38 228.76
第 4 年度の年金支払 119.83 239.65
第 5 年度の年金支払 125.27 250.54
第 6 年度の年金支払 130.72 261.44
第 7 年度の年金支払 136.17 272.33

第 8 年度の年金支払 141.61 283.22
第 9 年度の年金支払 147.06 294.12

第 10 年度の年金支払 152.51 305.01
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4. 意匠 
4.1. 意匠制度の枠組み71,72,73,74 

4.1.1. 保護対象 
特許意匠法では、産業図面及び意匠の保護のための原則、規則、要件等が定められてい

る。法第 1 条75に、意匠、登録書などの定義が記されている。 
意匠とは、産業又は工芸で使用することができる革新的な 3 次元形状である。 
産業財産の行政機関によって発行された登録書により保護される。 

 
4.1.2. 権利の存続期間 
権利の存続期間は、法第 49 条に規定され、出願日から 10 年である。 

 
4.1.3. 権利の効力 
権利の効力は法第 51 条に規定される。 
意匠の保護は、出願人に対し、第三者による次の行為を妨げる権利を与える。 
(1) 製品を製造するために産業図面又は意匠を使用すること。 
(2) 販売又は使用する目的で、産業図面又は意匠に関する製品を輸入又は保持すること。 

 

                                            
71 特許意匠法、特許意匠規則は次に掲載された仮訳を参照した、産業財産権部 外国産業財産権制度情報 アラブ首長国

連邦 http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm   (最終アクセス日：2017年 1月 31日) 
72 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

73 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
74 法令の文中では「特許権局」を「局」と記載する。 
75 本章では特許意匠法条文を「法第～条」、特許意匠規則条文を「規則第～条」と記載する。 

法第 1 条（抜粋） 
意匠：産業又は工芸で使用することができる革新的な 3 次元形状 
登録書：この国の名のもとで、意匠に対し産業財産の行政機関によって発行された保護

証書 

法第 49 条 
産業図面又は意匠の保護期間は、保護の出願をした日から 10 年とする。 

法第 51 条 
この法律に基づき、産業図面又は意匠の保護は、出願人に対し、第三者による次の行為

を妨げる権利を与える。 
(1) 製品を製造するために産業図面又は意匠を使用すること 
(2) 販売又は使用する目的で、産業図面又は意匠に関する製品を輸入又は保持すること。

これらの行為は、法律によって保護されている産業図面又は意匠の範囲と異なっている

こと、又は保護証書に含まれる産業図面又は意匠と異なった製品に関するものであるこ

とのみを理由として、合法とはみなされないものとする。 
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4.1.4. 優先権 
優先権主張が認められる要件、優先期間は法第 11 条、法第 46 条に規定され、優先期間

は 6 月である。 

 

 
4.1.5. 新規性喪失の例外 
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護が

与えられる。 

 
4.1.6. 登録要件 
登録要件は、法第 47 条に規定されている。 
意匠は、新規、革新的で、かつ産業上又は工芸製品として利用し得るものでなければな

らず、公の秩序又は風俗に反しないものでなければならない。 

 
4.1.7. 第三者による情報提供制度 
第三者による情報提供制度はない。 

法第 46 条 
(1) 産業図面及び意匠には、第 11 条に定める優先権の規定を適用する。 
(2) 優先期間は、最初の出願日から 6 カ月とする。 

法第 11 条 
(1) 出願の際に、アラブ首長国連邦との協定又は条約の当事国である他国で行った出願

に基づく優先権主張を行なうことができる。この場合、この法律の施行規則で定めると

ころにより、出願日、以前に行なわれた出願の数を、その国名とともに示さなければな

らない。 
(2) 優先権の期間は、最初の出願日から 12 月とする。 

法第 3 条   
地方の見本市で展示される発明、図面、意匠は、国際的な取決め若しくは条約の規定又

は相互主義の条件を考慮し、この法律の施行規則で定める条件に基づき、一時的な保護

が与えられる。 

法第 47 条 
産業図面及び意匠は、新規、革新的で、かつ産業上又は工芸製品として利用し得るもの

でなければならず、公の秩序又は風俗に反しないものでなければならない。 
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4.1.8. 出願公開制度 
 出願公開制度はない。 
 
4.1.9. 審査請求制度76 
 審査請求及び早期審査制度はない。 
 
4.1.10. 秘密保持に関する制度77 
 秘密意匠制度及び公開繰延制度はない。 
 
4.1.11. 分割に関する制度78 
分割に関する制度はない。 
 

4.1.12. 出願の変更に関する制度79 
出願の変更に関する制度はない。 
 

4.1.13. 異議申立てに関する制度 
異議申立制度が法第 48 条に規定されている。利害関係者は、公告から 60 日以内に、権

限のある委員会に対して異議申立てができる。 
委員会は、経済大臣により設けられる。法務大臣によって指名された裁判官が委員長を

務め、産業財産権に関する専門家二人の委員によって構成される（法第 66 条）。 

 

                                            
76 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

77 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
78 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
79 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

法第 48 条 
主務大臣の命令により産業図面又は意匠の保護証書が発行されるものとし、所定の手数

料の支払いの後に、保護証書は、その意匠又は図面とともに産業財産公報で公表される

ものとする。 
すべての利害関係人は、公表日から 60 日以内に、保護証書を発行する主務大臣の命令

に対する異議を、権限のある委員会に申立てることができる。当該期間内に申立てがな

いとき、登録番号、登録日、及びこの法律の施行規則に定める関連情報を記した登録証

明書が発行される。 

法第 66 条 
(1) この法律及び施行規則に従い、経済大臣は、法務大臣によって指名された裁判官が

委員長を務め、産業財産権に関する専門家二人を含めた委員会を設けることができる(た
だし、産業財産行政機関の職員を委員にすることはできない)。さらに、大臣は、委員長
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なお、委員会による決定に対しては、その決定の通知の日から 30 日以内に、民事訴訟

法に基づき、権限のある裁判所に上訴することができる（法第 37 条）。 
 
4.1.14. 審判制度 
(1) 拒絶査定不服審判 
拒絶査定審判制度はない。後述のとおり、実体審査はなく、方式審査に適合すれば登録

される。 
 
(2) 無効審判80 
登録後、利害関係人は裁判所に権利の無効を請求できる。 

 
(3) 訂正審判81 
訂正審判制度はない。 

 
4.1.15. その他（追加に関する制度） 
特許意匠法では、意匠における追加に関する条文は確認できなかった。 

                                            
80 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

81 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

の指示の下で働く事務官を任命することができる。 
(2) この委員会は、この法律及び施行規則の実施に関連する決定について、利害関係人

が提起した申立てを審理する責任を負う。この法律の施行規則に、委員の報酬、申立て

の手続き、その手数料とともに委員会の枠組みを定めるものとする。 
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4.2 審査基準・審査ガイドライン82 
意匠に関する審査ガイドラインはない。また、出願人向けのガイドラインもない。 

 
4.3. 審査業務 
4.3.1. 出願から登録までの流れ 
 

 

図UAE-4 出願から意匠登録までの流れ83 

                                            
82 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
83 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 
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4.3.2. 使用分類84 
ロカルノ分類は適用されない。審査においては、製品の分類が適用される。 
 

4.3.3. 出願に用いる言語 
手続言語はアラビア語である85。出願言語はアラビア語と英語である（規則第 46 条）。 

 
4.3.4. 出願日の認定及び出願書類 
出願日を認定するための書類は、願書、図面、手数料などである。委任状、発明者から

出願人への譲渡証書及びその抄本はUAE領事館にて認証されなければならない（規則第

46 条）。 
 
出願に必要な書類は以下のとおりである86。 

(1) 出願は所定の様式の願書に代理人が記載及び署名し、出願人及び創作者のフルネーム、

住所、国籍並びに業務を表示し、次を添付しなければならない。 
(2) 平面意匠の場合には意匠の 1 つの図面 2 通、出願日に特許庁に提出しなければならな

い。3 次元であれば斜視図に追加して意匠の各面の図 2 通を提出する。写真(彩色付など)
に代えて通常の図面を提出することが望ましい。 
(3) 出願人が記入及び署名した委任状、UAE 領事(又は、バーレーン、クウェート、オマ

ーン、カタール若しくはサウジアラビア領事)の認証を受け、その後にUAE 外務省の証明

を受ける。 
(4) 創作者が出願人でない場合には創作者から出願人への譲渡証(UAE 領事（又はバーレ

ーン、クウェート、オマーン、カタール若しくはサウジアラビア領事)の認証を受け、その

後にUAE 外務省の証明を受ける。) 
(5) 商業登記簿又は定款の抄本(UAE 領事(又は、バーレーン、クウェート、オマーン、カ

タール若しくはサウジアラビア領事)の認証を受け、その後にUAE 外務省の証明を受け

る。) 
(6) 該当すれば優先権書類の証明付謄本 
 

(3)から(6)までの書類は出願日から 90 日以内に特許庁に提出しなければならない。 
 

                                            
84 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
85 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
86 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

規則第 46 条（抜粋） 
(3) すべて文書に関し，それが英語によって作成されている場合は，アラビア語への翻

訳文を，又はアラビア語及び英語への翻訳文の双方を，文書がそれ以外の言語によって

作成されている場合は，添付しなければならない。 
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書類提出のための 90 日の猶予期間は延長不可能であり、期日を遵守しなければ出願は

失効する。 

 

規則第 46 条 
(1) 願書には，次に掲げる文書を添付しなければならない。 
1. 意匠又は模型が 2 次元のものである場合は，その写し 2 通又はそれが 3 次元のもの

である場合は，その個々の面についての写し 2 通。これは意匠又は産業用原型が適用さ

れている生産物の見本をもって代替することができない。 
2. 出願人が法人である場合は，商事登記簿の抄本又は該当する事情に応じ，パートナー

シップの定款若しくは設立証書 
3. 出願人が創作者でない場合は，その意匠又は産業用原型についての出願人の権利を証

明する文書 
4. 出願が法律第 11 条の規定により，本邦との間での国際的な協定又は条約の当事国に

おける先の出願を基礎とする登録優先権を有すると見なされるべき要望を含んでいる

場合は，先の願書及びその付属書類の写し。それには出願日を証明する証明書を添付し

なければならない。 
5. 代理人を通じて願書を提出する場合は，委任状 
6. 仮保護のために発行された証明書がある場合は，その証明書 
7. 出願人との取引が禁止されていない旨の，イスラエル・ボイコット庁からの書簡 
(2) 2.，3.，4．及び 5．に規定した文書は正式に証明されていなければならない。 
(3) すべて文書に関し，それが英語によって作成されている場合は，アラビア語への翻

訳文を，又はアラビア語及び英語への翻訳文の双方を，文書がそれ以外の言語によって

作成されている場合は，添付しなければならない。 
(4) (1)に規定した文書は，できるだけ，提出する願書に添付しなければならず，以下の

条項に記載する条件に従っていなければならない。願書にそれ以外の文書が添付されて

いない場合は，出願人は様式第 6 号を使用し，該当する事情に応じ，未提出となってい

る文書を出願日から 90 日以内に提出する旨の約定書を提出することができる。出願人

がこの期間内にそれらの文書を提出しなかった場合は，4．に規定している文書の場合

を除き，その出願は無効とみなされる。後者の場合は，この期間内に提出することを要

求されているときに，その文書を提出しないことは，出願人が優先権を主張する権利を

喪失することになる。局の最高管理者の決定を基にして，状況に応じ，出願が無効と見

なされる，又は出願人は優先権主張の権利を喪失した旨の何れかが登録簿に記載される

ものとする。 
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4.3.5. 審査の手順 
方式的要件についてのみ審査が行われ、実体的要件については審査されない。方式審査

では、出願人の表示、必要な書類、書類の提出期限、などについて判断される87。審査の

結果、法律又は本規則に定められている条件の一部が満たされていないことが明らかにな

った場合は、特許権局は出願人に書留郵便による通知書を発送し、通知書受領日から 30
日以内に、出願を完全なものにするために必要な事項を完成するよう要求することができ

る。 
審査において、決裁権限は審査官にある。分類付与も審査官が行い、審査は出願の順に

実施される。審査の権利の有効性を確認する方法としては、裁判所へ無効の申立てができ

る88。 

 
4.3.6. 審査結果の通知及び応答 
審査結果の通知及び応答についての規定は規則第 92 条に規定される。 
審査の結果、法律又は本規則に定められている条件の一部が満たされていないことが明

らかになった場合は、特許権局は、出願人に書留郵便による通知書を発送し、通知書受領

日から 30 日以内に、出願を完全なものにするために必要な事項を完成するよう要求する

ことができる。 
なお、審査結果の通知はオンライン送信で通知される。ただし、出願の手続きはオンラ

インに対応していない89。 

                                            
87 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
88 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
89 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

 規則第 92 条 
局は，局に登録された出願を様式の観点から審査するものとする。審査の結果，法律又

は本規則に定められている条件の一部が満たされていないことが明らかになった場合

は，局は出願人に書留郵便による通知書を発送し，通知書受領日から 30 日以内に，出

願を完全なものにするために必要な事項を完成するよう要求することができる。出願人

に要求されたものが前記期間内に実行されなかった場合は，その出願は無効とみなさ

れ，この事実が，局の主席管理官の命令を基にして，その出願が登録されている登録簿

に記載されるものとする。 
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4.3.7. 出願・登録手数料 
手数料の支払いは、E-dirham card90により行う。 
 
米国・ドル(USD)建の手数料91 

※ 1US$=115 円（日本銀行 基準外国為替相場 2017 年 2 月 20 日） 

                                            
90 UAE財務省https://www.edirhamg2.ae/en/about.html (最終アクセス日：2017年 2月1日) 
91 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

手数料 個 人 法 人 

出 願 108.93 217.86

公 告 54.47 108.93

第 2 年度の年金支払 108.93 217.86
第 3 年度の年金支払 114.38 228.76
第 4 年度の年金支払 119.83 239.65
第 5 年度の年金支払 125.27 250.54
第 6 年度の年金支払 130.72 261.44
第 7 年度の年金支払 136.17 272.33

第 8 年度の年金支払 141.61 283.22
第 9 年度の年金支払 147.06 294.12

第 10 年度の年金支払 152.51 305.01
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5. 商標 
5.1. 商標制度の枠組み92,93,94 

5.1.1. 保護対象 
商標法の保護対象は、法第 2 条95によれば、名称、語句、署名、文字、数字、シンボル、

呼称、ホールマーク、スタンプ、絵画、ビネット、記事、包装、又は、他の任意の標章、

又は、標章の組み合わせから構成されて識別力を有する形態を備えた任意のものであって、

識別力のある形態を有し、その出所にかかわらず商品又は製品の識別のために使用され、

又は、使用が意図されており、あるいは、当該商品又は製品を取引目的で製造し、又は、

品揃えを行ったことによって標章の所有者が当該商品又は製品を所有することを示すため

に使用され、又は、使用が意図されており、あるいは、役務を識別するために使用され、

又は、使用が意図されているものである。 
商標に付随する音声は商標の構成要素であるとみなされる。 

 
5.1.2. 権利の存続期間 
商標登録の保護期間は 10 年である（法第 19 条）。 

                                            
92 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
93 商標法、商標規則は以下に掲載された仮訳を参照した、産業財産権部 外国産業財産権制度情報 アラブ首長国連邦 

http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm   (最終アクセス日：2017年 1月31日) 
94 法令の文中で「商標局」は「局」と記載する。 
95 本章では商標法条文を「法第～条」、商標規則条文を「規則第～条」と記載する。 

法第 2 条 
商標の定義 
商標とは、名称、語句、署名、文字、数字、シンボル、呼称、ホールマーク、スタンプ、

絵画、ビネット、記事、包装、又は、他の任意の標章、又は、標章の組み合わせから構

成されて識別力を有する形態を備えた任意のものであって、識別力のある形態を有し、

その出所にかかわらず商品又は製品の識別のために使用され、又は、使用が意図されて

おり、あるいは、当該商品又は製品を取引目的で製造し、又は、品揃えを行ったことに

よって標章の所有者が当該商品又は製品を所有することを示すために使用され、又は、

使用が意図されており、あるいは、役務を識別するために使用され、又は、使用が意図

されているものを意味する。 
商標に付随する音声は商標の構成要素であるとみなされる。 

法第 19 条 
保護期間、更新 
商標登録によって、商標の所有者には 10 年の保護期間が認められる。商標の所有者は、

本法律と本規則に定める指針と条件に従って、現在の登録期間の最終年の間に商標登録

の更新のための要求を提出することで、登録後の 10 年ごとに商標登録の更新を確かな

ものとしなければならない。 
商標登録の更新は、さらに審査を行うことなく、また、第三者からの異議申し立てを許
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5.1.3. 権利の効力範囲 
商標権の効力範囲については、法第 17 条で規定されている。 
商標権者は、他人が同一又は類似の商標を使用して、消費者に混同を生じさせるなど、

当該商標の登録に係わる製品又は役務と類似、同一、又は、それに関係する製品又は役務

の識別に利用するのを防止する権利を認められる。 

 
5.1.4. 優先権 
条約上の優先権を主張することができる96。関連条文としては法第 16 条に優先権に関す

る記載がある。 

 

                                            
96 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

すことなく行われねばならない。商標の更新は、公報で公告され、また、所有者の費用

負担によってUAE で発行されているアラビア語の日刊紙 2 紙で公告される。 
商標の登録更新を申請する際に、当該商標の登録に係わる製品又は役務のリストに記載

された製品又は役務に係わる事項を変更し、取消し、又は、追加することはできない。

本省は、登録終了の翌月に、登録簿の記載に従って登録が終了した旨を商標権所有者の

住所に書面で通知する。登録の終了後 3 月以内に所有者が更新の出願を行わなかった場

合、本省は自動的に商標を登録簿から抹消する。 

法第 17 条 
適切な使用後の異議申し立ての期限 
所有者は商標の使用について排他的権利を有する。標章が登録後、５年間継続的に使用

されたとき、所有権を争うような法的措置がとられない限り、当該標章に係わる権利は

絶対的なものとなる。 
所有者は、他人が同一又は類似の商標を使用して、消費者に混同を生じさせるなど、当

該商標の登録に係わる製品又は役務と類似、同一、又は、それに関係する製品又は役務

の識別に利用するのを防止する権利を認められる。 

法第 16 条（抜粋） 
登録証 
商標が登録されたとき、登録の効果は出願日に遡って生じる。 
商標が登録されると、以下の事項が記載された商標証が商標の所有者に送達される。 
6. 優先権の主張の基礎となる外国出願の番号と日付、及び、優先権出願が行われた工業

所有権の保護に関するパリ条約の加盟国の名称 
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5.1.5. 新規性喪失の例外 
商標法において新規性喪失の例外に関する規定はない。 
 

5.1.6. 登録要件 
 商標登録の要件は、法第 2 条に規定されている。 

 
なお、不登録事由は法第 3 条に規定されている。 

法第 2 条（再掲） 
商標の定義 
商標とは、名称、語句、署名、文字、数字、シンボル、呼称、ホールマーク、スタンプ、

絵画、ビネット、記事、包装、又は、他の任意の標章、又は、標章の組み合わせから構

成されて識別力を有する形態を備えた任意のものであって、識別力のある形態を有し、

その出所にかかわらず商品又は製品の識別のために使用され、又は、使用が意図されて

おり、あるいは、当該商品又は製品を取引目的で製造し、又は、品揃えを行ったことに

よって標章の所有者が当該商品又は製品を所有することを示すために使用され、又は、

使用が意図されており、あるいは、役務を識別するために使用され、又は、使用が意図

されているものを意味する。 
商標に付随する音声は商標の構成要素であるとみなされる。 

法第 3 条 
登録の阻却事由 
以下に該当するものは商標又はその構成要素として登録されることはない。 
1. 性質や特性において識別性がない標章、あるいは、商品、製品、又は、役務の関係で

使用される総称的な名称から構成される標章、あるいは、商品と製品について一般的 
又はありふれた絵画 
2. 倫理、又は、公の秩序に反する標章 
3. 当事者から明示的な許可を得た場合を除いて、政府の記章、旗、あるいは、UAE、

又は、アラブの組織や国際組織、又は、その機関、又は、外国に係わる他のシンボル、

ならびに、そのような記章、旗、又は、シンボルの模倣品 
4. 赤新月又は赤十字のシンボル、ならびに、これらの模倣品である標章 
5. 純粋に宗教的な性質のシンボルと同一、又は、類似の標章 
6. その使用が商品、製品、又は、役務の出所／原産地に関して混同をもたらす可能性の

ある地理的名称 
7. 第三者の名前、姓、写真、又は、紋章。ただし、事前に当該第三者又はその相続人か

ら同意を得た場合は除く。 
8. 登録の出願者が、自ら合法的な権利を有することを証明することのできない栄誉に係

わる称号を含む標章 
9. 製品、又は、役務の出所／原産地に関して、公衆を誤らせ、又は、虚偽の情報を含む

標章、ならびに、架空の、模倣された、又は、偽造された商号を含む標章 
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5.1.7. 第三者による情報提供制度 
商標における第三者による情報提供制度はない。 

 
5.1.8. 出願公開制度 
商標における出願公開制度はない。 
 

5.1.9. 審査請求制度97 
審査請求及び早期審査制度はない。 
 

5.1.10. 秘密保持に関する制度 
商標登録についての秘密保持に関する制度はない。 
 

5.1.11. 分割に関する制度 
商標登録の分割に関する制度はない。 

 
5.1.12. 出願の変更に関する制度 
出願の変更に関する制度はない。 
 

5.1.13. 異議申立てに関する制度 
異議申立制度がある。異議申立てをできるのは公告から 30 日以内である（法第 14 条）。 

                                            
97 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 

10. 取引相手として、取引をすることが違法とされる自然人、又は、法人が所有する標

章 
11. 特定のクラスの製品や役務について登録されれば、当該標章によって識別される他

の製品又は役務の価値を減じるような標章 
12. 「特許（Patent）」、「特許許可（Patented）」、「登録（Registered）」、「登録 
意匠（Registered Design）」、「著作権（Copyright）」、又は、「模倣とは偽造で 
ある（Imitation is forgery）」、又は、類似の文言や表現を含む標章 
13. 国の又は外国の勲章、コイン、及び、紙幣 
14. 登録されれば、当該標章によって識別される製品と類似製品の素性について消費者

に混同をもたらす場合、周知の標章又は登録済みの他の標章の言い換えとなるような標

章 

法第 14 条 
公告、異議申し立て 
出願を承認したとき、本省は商標の登録に先立って、登録出願者の費用負担によって、
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なお、どのような関係者も通知を受けてから 15 日以内に、本省の決定に対する異議申

し立てを本委員会に提出することができる。また、本委員会の決定に対しては、通知を受

けてから 30 日以内に管轄権を有する民事法廷に申立てを行うことができる(法第 15 条)。 

 
5.1.14. 審判制度 
(1) 拒絶査定不服審判 
法第 12 条に拒絶査定不服審判に関して規定されている。拒絶査定の通知から 30 日以内

に商標委員会（Trademarks Committee）に対して審判請求できる。さらに商標委員会の

決定に不服がある者は、決定の通知日から 60 日以内に民事法廷に申立てを行うことがで

きる。 

公報、及び、UAE で発行されているアラビア語の日刊紙２紙で商標を公告する。 
利害関係者は誰でも商標の登録に異議申し立てを行うことができる。異議申し立ては書

面で行うものとし、最後に公告された日から 30 日以内に本省に提出するか、あるいは、

書留郵便又は電子メールで送付する。本省は受領から 15 日以内に異議申し立て書の謄

本を商標の出願者に送達する。 
商標の出願者は、上記の謄本の受領日から 30 日以内に、当該異議申し立てに対する応

答書を本省に提出する。この期間内に応答書が受領されなかったとき、商標の出願者は

出願を放棄したものとみなされる。 

法第 15 条 
異議申し立ての決定、法的救済 
本省は提出された異議申し立てについて決定を行う前に、いずれかの当事者から要求が

あったとき、それぞれの要求に応じて、当事者のいずれか、又は、双方から聴聞を行う。

本省は登録の拒絶又は承認に関する決定を行い、後者の場合、限定や条件を課すことが

できる。 
どのような関係者も通知を受けてから 15 日以内に、本省の決定に対する異議申し立て

を本委員会に提出することができる。また、本委員会の決定に対しては、通知を受けて

から 30 日以内に管轄権を有する民事法廷に申立てを行うことができる。 
商標の登録を許可するとの本委員会の決定に対して異議申し立てを行っても、管轄権を

有する法廷が本委員会とは異なる決定を行わない限り、登録手続きが中断されることは

ない。 

法第 12 条 
出願の拒絶に対する法的救済 
商標登録の出願者はその出願が拒絶されたとき、又は、特定の要件への遵守を待って中

断されたとき、拒絶又は中断の通知の日から 30 日以内に本委員会に当該決定について

申立てを行うことができる。 
出願を拒絶すべき、又は、特定の要件への遵守を待って中断すべきとの本省の決定を本

委員会が追認したとき、出願者は本委員会の決定の通知の日から 60 日以内に、管轄権
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(2) 無効審判 
 利害関係者は、法的裏付けがなく登録されていた商標を取消すための裁判所命令を求め

ることができる（法第 21 条）。 

 

 
(3) 訂正審判98 
訂正審判制度はない。 

 
5.1.15. その他（登録後の追加、補正に関する制度） 
登録商標の所有者はいつでも、商標によって識別される製品又は役務に係わる事項の追

加又は補正を要求し、あるいは、商標自体の追加又は補正を要求することができる。 
ただし、変更は実質的に商標の識別力に影響を与えるものでないことを条件とする（法

第 18 条）。 

                                            
98 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

を有する民事法廷に当該決定に対する申立てを行うことができる。 
出願者が本省の決定に申立てを行わない場合、又は、本条項に述べられた期間内に本委

員会の決定に申立てを行わない場合、又は、この関係で出願者に出された通知に記載さ

れた期間内に本省が求める限定や条件を遵守しなかった場合、出願者は出願を放棄した

ものとみなされる。 

法第 21 条 
第三者による取消しの申請 

本法律の第 17 条の定めにより、利害関係者は、法的裏付けがなく登録されていた商標

を取消すための裁判所命令を求めることができる。本省は執行を許可する最終判決を受

領したとき、商標を取消さねばならない。 

法第 17 条 
適切な使用後の異議申し立ての期限 

所有者は商標の使用について排他的権利を有する。標章が登録後、5 年間継続的に使用

されたとき、所有権を争うような法的措置がとられない限り、当該標章に係わる権利は

絶対的なものとなる。 
所有者は、他人が同一又は類似の商標を使用して、消費者に混同を生じさせるなど、当

該商標の登録に係わる製品又は役務と類似、同一、又は、それに関係する製品又は役務

の識別に利用するのを防止する権利を認められる。 

法第 18 条 
商標の変更 
登録商標の所有者はいつでも、商標によって識別される製品又は役務に係わる事項の追
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5.2 審査基準・審査ガイドライン99 
商標に関する審査ガイドラインはない。また、出願人向けのガイドラインもない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            
99 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

加又は補正を要求し、あるいは、商標自体の追加又は補正を要求することができる。 
ただし、変更は実質的に商標の識別力に影響を与えるものでないことを条件とする。 
本省は、特定の製品又は役務に関して、商標登録の取消しに関する条件と規則に従って、

製品又は役務に関する事項を補正するための要求について決定を下さねばならない。本

省は、当初の登録出願の決定に係わる条件と規則に従って、商標を補正するための出願

について決定を下すものとする。決定に係わる請願又は申立ては、同じ規則に従って行

うことができる。 
変更の事実は、変更を申立てる者の費用負担によって、公報、及び、UAE で発行され

ているアラビア語の日刊紙 2 紙で公告される。 
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5.3. 審査業務 
5.3.1. 出願から登録までの流れ 

 
図UAE-5 出願から登録査定までの流れ100 

 
5.3.2. 使用分類 
商品・サービス国際分類（ニース分類）10 版を採用101している。 
UAE で適用される分類は、ニース協定に基づく商品及びサービスの国際分類である。

                                            
100 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 
101 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
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ただし第 33 類(ビールを除くアルコール飲料に関する)の商品は登録できず、第 32 類もビ

ールはUAE において登録できない102。また、第 29 類（豚肉）も登録できない103。 
 
5.3.3. 出願に用いる言語 
出願の際に用いることのできる言語はアラビア語である104。 
パリ条約に基づく優先権を主張する場合に、外国語の表現が含まれるときは、当該商標

とともに、翻訳文（アラビア語）を出願時に提出する105。 

 

 
5.3.4. 出願日の認定及び出願書類 
出願日の認定するための書類は、願書、手数料、及び、委任状、などである（規則第 7

条）。 
 
出願に必要な書類は以下のとおりである106。 

(1) 委任状、出願人が署名し、公証及びUAE 領事認証を受ける。認証済委任状は出願時

に提出しなければならない。ただし出願日から 60 日以内であれば委任状の遅延提出も認

められる。 
(2) 監督又は検査を行う法人組合条項の公式謄本 2 通、同条項に対して行われた改訂に関

する記載を添付する(公証及びUAE 領事認証を受ける)。 
(3) 商標登録に関する大臣認可証(現地代理人が用意する) 
(4) 商標の使用対象である商品、製品又はサービスのリスト 2 通、その特徴又はタイプの

記載を含む。 
(5) 商標の使用者に関する記載 
(6) 登録出願人が監督又は検査を遵守する旨の規則 2 通、同規則に対して行われた改訂に

                                            
102 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 
103 SABA INTELLECTUAL PROPERTY http://www.sabaip.com/en/Jurisdictions/UAE/Trademark を参照した。（最終

アクセス日2017年 3月9日）。 
104 外国産業財産権侵害対策等支援事業ウェブサイト「世界の産業財産権制度および産業財産権侵害対策概要ミニガイド」 
 “アラブ首長国連邦” http://www.iprsupport-jpo.go.jp/miniguide/miniguide.html 
（最終アクセス日：2017年 1月 18日） 
105 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 
106 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月） 

規則第 7 条（抜粋） 
5. １つ又は複数の外国語の表現が含まれる場合、標章のアラビア語への翻訳 

規則第 8 条 
商標の中の外国語の翻訳 
標章に外国語の表現が１つ又は複数含まれるとき、当該標章と合わせて、アラビア語へ

の正式な翻訳を提出しなければならない。 
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アラブ首長国連邦（UAE） 

 
 

関する記載を添付する(公証及びUAE 領事認証を受ける)。 
(7) 優先権主張の場合には商標の出願書類の認証済謄本 
(8) 該当すれば商標の意味又は出典 

 

 
5.3.5 審査の手順107 
出願の後、方式審査及び実体審査が行われる。 
商標出願の後、まず方式要件に係る審査がされる。審査事項は、出願人の表示、必要な

書類、書類の提出期限、手数料の支払い、などである。 
実体審査は、登録要件に関する絶対的理由と相対的理由、などについて審査がされる。 
審査において、決裁権限は審査官にある。分類付与も審査官が行い、審査は出願の順に

実施される。審査の権利の有効性を確認する方法としては、異議申立ての制度がある。 

 
 

                                            
107 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

 規則第 7 条 
願書に添付されるべき書類 
登録の願書には以下の事項を含めることが求められる。 
1. 標章の複製を 14 点、登録願書に添付する。 
2. 出願者の代理人を通して願書を提出する場合、法的に公証された代理委任状 
3. 願書に記載された事項の信憑性と出願者の職業又は専門に関する実績の双方を証拠

立てる出願者による法定の宣言 
4. 該当する場合、出願者が特別な優先権を主張するとき、外国における標章登録証 
5. １つ又は複数の外国語の表現が含まれる場合、標章のアラビア語への翻訳 

 規則第 8 条（再掲） 
商標の中の外国語の翻訳 
標章に外国語の表現が１つ又は複数含まれるとき、当該標章と合わせて、アラビア語へ

の正式な翻訳を提出しなければならない。 

規則第 10 条 
登録標章との重複、イスラエル製品不買 
本部署は商標登録の願書を審査し、当該標章は既に登録されている標章、あるいは、先

行する出願に係わる標章と同一又は類似ではないこと、あるいは、本省のイスラエル製

品不買担当部局によって登録が禁止されている標章と同一又は類似でないことを確認

する。 
また、特定の製品又は役務の監督又は検査にのみ使用される標章に関しては、本部署は

大臣の許可がおりていることを確認する。 

233



アラブ首長国連邦（UAE） 

 
 

5.3.6 審査結果の通知及び応答 
 商標局は、登録出願に係わる決定を行う前に、出願者又はその代理人に対して必要な事

項を提出すべきことを求め、あるいは、登録を受けるのに必要な条件を付加すること、あ

るいは、他の登録標章との混同を回避できるように商標を特定し、明確にし、又は、他の

登録出願が既に行われている商標を特定し、明確にするのに必要な変更を行うように要求

することができる（法第 11 条）。 
拒絶査定の際の通知及び応答は、5.1.14. 審判制度(1) 拒絶査定不服審判、を参照のこ

と。 
なお、審査結果の通知はオンライン送信で通知される。ただし、出願の手続きはオンラ

インに対応していない108。 

 

 
 
 
 
 
 
 

                                            
108 本調査の質問票調査及びヒアリング調査に基づく。 

法第 11 条 
変更本部署は、登録出願に係わる決定を行う前に、出願者又はその代理人（弁護士事務

所等）に対して必要な事項を提出すべきことを求め、あるいは、登録を受けるのに必要

な条件を付加すること、あるいは、他の登録標章との混同を回避できるように商標を特

定し、明確にし、又は、他の登録出願が既に行われている商標を特定し、明確にするの

に必要な変更を行うように要求することができる。 

法第 12 条 
出願の拒絶に対する法的救済 
商標登録の出願者はその出願が拒絶されたとき、又は、特定の要件への遵守を待って中

断されたとき、拒絶又は中断の通知の日から 30 日以内に本委員会に当該決定について

申立てを行うことができる。 
出願を拒絶すべき、又は、特定の要件への遵守を待って中断すべきとの本省の決定を本

委員会が追認したとき、出願者は本委員会の決定の通知の日から 60 日以内に、管轄権

を有する民事法廷に当該決定に対する申立てを行うことができる。 
出願者が本省の決定に申立てを行わない場合、又は、本条項に述べられた期間内に本委

員会の決定に申立てを行わない場合、又は、この関係で出願者に出された通知に記載さ

れた期間内に本省が求める限定や条件を遵守しなかった場合、出願者は出願を放棄した

ものとみなされる。 
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5.3.7. 出願・登録手数料 
出願及び登録に関連する手数料は以下のとおりであり、国内に口座を所有している場合

に限り、自動支払いシステムが利用できる。 
 

料金表（US$）109 
事項 料金 
出願 136.17
公告 136.17
登録 1,361.66
更新 1,633.99

※ 1US$=115 円（日本銀行 基準外国為替相場 2017 年 2 月 20 日） 
 

                                            
109 AIPPI・JAPAN発行 MANUAL FOR THE HANDLING OF APPLICATIONS FOR PATENTS, DESIGNS AND 

TRADE MARKS THROUGHOUT THE WORLD（アラブ首長国連邦 発行年2013年 10月）を参照して作成した。 
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願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能

・
ペ

ル
シ

ャ
語

・
英

語
国

際
特

許
分

類
（

I
P
C
）

出
願

人
の

身
元

の
証

明
、

発
明

の
簡

単
な

説
明

〇
〇

U
A
E

物
、

製
造

の
方

法
又

は
技
術
的
な
問
題
に
対
す
る
実
用
的

解
決

に
つ

な
が

る
公

知
の
製
造
の
方
法
の
応
用
に
関
連
す

る
す

べ
て

の
革

新
的

な
思
想

出
願
日
か
ら
2
0
年

・
自

己
の

特
許

発
明

を
利

用
す

る
権

利
（

物
の

発
明

の
場

合
、

利
用

と
は
、

そ
の

物
の

製
造

、
使

用
、

販
売

を
い

う
。

）
・
自

己
の

特
許

発
明

の
他

人
の

利
用

を
防

止
す

る
権

利
（

物
の

発
明

の
場
合

、
利

用
と

は
、

物
の

製
造

、
使

用
、

保
持

、
販

売
又

は
輸

入
を

い
う
。

）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能

ア
ラ

ビ
ア

語
英

語
製

品
分

類
・

願
書

・
明

細
書

（
ク

レ
ー

ム
、

要
約

、
図

面
）

・
手

数
料

〇
〇

バ
ー

レ
ー

ン
進

歩
性

を
含

み
、

工
業

的
に
利
用
可
能
で
あ
る
新
規
な
発

明
出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

に
よ

る
実

施
を

禁
止

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の
場

合
、

実
施

と
は

、
そ

の
物

の
製

造
、

利
用

、
使

用
、

販
売

の
提

供
若
し

く
は

販
売

、
又

は
そ

れ
ら

を
目

的
と

し
た

輸
入

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能
ア

ラ
ビ

ア
語

(
未

整
備

）
・

出
願

費
用

・
出

願
書

類
〇

〇

ク
ウ

ェ
ー

ト
※

1
※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

オ
マ

ー
ン

新
規

で
あ

り
、

進
歩

性
を
含
み
、
産
業
上
利
用
可
能
な
も

の
が

発
明

で
あ

る
。

出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

に
よ

る
実

施
を

防
止

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の
場

合
、

実
施

と
は

、
そ

の
物

の
製

造
、

輸
入

、
販

売
の

申
出

、
販

売
、

利
用

又
は

販
売

の
申

出
、

販
売

若
し

く
は

利
用

の
目

的
の

所
有

を
い
う

。
）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能

ア
ラ

ビ
ア

語
ア

ラ
ビ

ア
語

以
外

の
場

合
、

翻
訳

の
添

付
国

際
特

許
分

類
（

I
P
C
）

・
出

願
書

式
・

出
願

人
情

報
・

明
細

書
〇

〇

カ
タ

ー
ル

新
規

性
、

進
歩

性
を

有
し
、
産
業
上
利
用
可
能
で
あ
る
発

明
出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
を

実
施

す
る

権
利

及
び

他
人

に
よ

る
実

施
を

禁
止

す
る
権

利
（

物
の

発
明

の
場

合
、

実
施

と
は

、
そ

の
物

の
製

造
、

使
用

、
販
売

の
提

供
、

販
売

、
又

は
輸

入
を

い
う

。
）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇 ※
2

・
新

規
性

・
進

歩
性

・
産

業
上

利
用

可
能

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
特

許
分

類
（

I
P
C
）

・
願

書
・

明
細

書
（

ク
レ

ー
ム

、
要

約
、

図
面

）
・

手
数

料
〇

〇

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
登

録
要

件
を

満
た

す
、

製
品
，
方
法
又
は
そ
の
何
れ
か
に

関
連

す
る

発
明

出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

に
よ

る
利

用
を

禁
止

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の
場

合
、

利
用

と
は

、
そ

の
物

の
製

造
、

販
売

、
販

売
の

申
出

、
使

用
、

保
管

又
は

こ
れ

ら
の

目
的

で
の

輸
入

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能
ア

ラ
ビ

ア
語

国
際

特
許

分
類

（
I
P
C
）

・
願

書
・

明
細

書
（

ク
レ

ー
ム

、
要

約
、

図
面

）
・

手
数

料
〇

〇

ヨ
ル

ダ
ン

技
術

分
野

に
お

け
る

製
品
、
方
法
、
又
は
そ
の
両
方
で
、

当
該

分
野

に
お

け
る

特
定
の
課
題
に
対
す
る
実
施
可
能
な

解
決

策
と

な
る

発
明

出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

に
よ

る
実

施
を

防
止

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の
場

合
、

実
施

と
は

、
そ

の
物

の
生

産
、

利
用

、
使

用
、

販
売

の
申

出
、

販
売

又
は

輸
入

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能

ア
ラ

ビ
ア

語
ア

ラ
ビ

ア
語

以
外

の
場

合
、

翻
訳

の
添

付

(
特

許
分

類
を

採
用

し
て

い
な

い
。

）

・
願

書
・

詳
細

説
明

（
明

細
書

、
ク

レ
ー

ム
、

引
用

文
献

一
覧

等
）

・
要

約

〇
〇

エ
ジ

プ
ト

工
業

製
品

、
産

業
上

の
方
法
の
応
用
に
関
連
す
る
発
明

出
願
日
か
ら
2
0
年

自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

に
よ

る
利

用
を

禁
止

す
る

権
利

（
た

だ
し

、
物
の

輸
入

、
使

用
、

販
売

又
は

流
通

に
つ

い
て

は
、

い
ず

れ
か

の
国

で
商
業

化
し

た
場

合
に

特
許

権
が

消
尽

す
る

。
）

第
1
国

出
願

日
か

ら
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可

能
ア

ラ
ビ

ア
語

国
際

特
許

分
類

（
I
P
C
）

・
願

書
・

詳
細

説
明

（
明

細
書

、
ク

レ
ー

ム
、

（
同

発
明

の
）

外
国

の
出

願
書

類
と

審
査

結
果

等
）

・
手

数
料

納
付

の
領

収
書

〇
〇

〇
制

度
あ

り
　

×
制

度
な
し
　
－
情
報
な
し

 
 

※
2
 
た

だ
し

、
P
C
T
規

則
4
.
1
7
に

従
っ

て
い

る
。

 
※

1
 
ク

ウ
ェ

ー
ト

の
特

許
制
度
は
、
G
C
C
の
特
許
制
度
が

カ
バ

ー
し

て
い

る
。
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.　
概

括
表

　
特

許
(2
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

第
三
者
に
よ

る
情
報
提
供

制
度

出
願
公
開
制

度
審
査
請
求
制
度

秘
密
特
許

分
割
に
関
す
る

制
度

出
願
の
変
更

に
関
す
る
制

度
異
議
申
立
に
関
す
る
制
度

拒
絶
査
定
不
服
審
判

無
効

審
判

訂
正
審
判

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答

（
方
式
審
査
）

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答
（
実
体
審
査
）

G
C
C

×
×

× ※
2

〇
〇 ※
5

×
〇

公
告
よ
り
3
月
以
内

〇
通
知
日
よ
り
3
月
以
内

〇
×

通
知
よ
り
9
0
日
以
内
に
補
正
可
能

通
知
よ
り
3
月
以
内
に
補
正
可
能

ト
ル
コ

〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
方
式
要
件
に
対
す
る
も
の

〇
通
知
か
ら
2
月
以
内
、
裁
判
所
へ

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
意
見
書
提
出
と
補
正
が
可
能

通
知
か
ら
6
月
以
内
に
意
見
書
提
出
と
補
正
が

可
能

イ
ス
ラ
エ
ル

〇
〇

× ※
3

〇
〇

×
〇

〇
〇

〇
通
知
か
ら
4
月
以
内
に
応
答

通
知
か
ら
4
月
以
内
に
応
答

イ
ラ
ン

×
×

×
×

〇
×

〇
〇

通
知
よ
り
2
月
以
内
に
裁
判
所
へ

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

〇
通
知
よ
り
3
0
日
以
内
に
補
正
可
能

通
知
よ
り
3
0
日
以
内
に
補
正
可
能

U
A
E

×
×

× ※
2

〇
〇

〇
〇

公
告
か
ら
6
0
日
以
内

〇
通
知
を
受
け
た
日
か
ら
6
0
 
日
以
内

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
通
知
よ
り
3
0
日
以
内
に
補
正
可
能

補
正
可
能

バ
ー
レ
ー
ン

×
×

×
〇

〇
〇

〇
公
告
か
ら
6
0
日
以
内

〇
査
定
の
通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
最
高

裁
へ

〇
×

通
知
か
ら
3
0
日
以
内
に
応
答

通
知
か
ら
3
0
日
以
内
に
応
答

ク
ウ
ェ
ー
ト

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

オ
マ
ー
ン

〇
〇

〇
×

〇
〇

〇
通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
裁
判
所
へ

〇
通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
裁
判
所
へ

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

〇
通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
応
答

通
知
か
ら
9
0
日
以
内
に
応
答

カ
タ
ー
ル

×
×

× ※
3

×
〇 ※
6

×
〇

公
告
後
6
0
日

〇
通
知
を
受
け
た
日
か
ら
1
5
日

※
7

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
方
式
審
査
の
通
知
か
ら
1
5
日
以
内
に
補
正

可
能

実
体
審
査
の
通
知
か
ら
3
月
以
内
に
補
正
可
能

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

×
〇

× ※
2

〇
〇

×
〇

請
求
期
間
：
規
定
な
し
、
た
だ
し

3
月
と
い
う
情
報
が
あ
る
。

〇
請
求
期
間
：
規
定
な
し
、
た
だ
し
、

9
0
日
と
い
う
情
報
が
あ
る
。

〇
×

方
式
審
査
の
通
知
か
ら
9
0
日
以
内
に
補
正

可
能

実
体
審
査
の
通
知
か
ら
3
月
以
内
に
補
正
可
能

ヨ
ル
ダ
ン

×
×

×
×

〇
×

〇
出
願
許
諾
の
公
告
か
ら
3
月
以
内

〇
決
定
か
ら
6
0
日
以
内
に
裁
判
所
へ

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
特
許
権
発
行
ま
で
補
正
が
可
能

特
許
発
行
ま
で
補
正
が
可
能

エ
ジ
プ
ト

×
×

×
※
2
,
4

×
〇 ※
6

〇
〇

出
願
受
理
の
公
告
か
ら
6
0
日
以
内

〇
決
定
通
知
か
ら
3
0
日
以
内
に
委
員
会

へ

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
補
正
又
は
補
足
の
要
求
か
ら
3
月
以
内

応
答
可
能

〇
制
度
あ
り
　
×
制
度
な
し
　
－
情
報
な
し

※
7
 
3
月
で
運
用
さ
れ
て
い
る
。

※
3
 
早
期
審
査
を
請
求
で
き
る
。

※
1
 
ク
ウ
ェ
ー
ト
の
特
許
制

度
は
、
G
C
C
の
特
許
制
度
が

カ
バ
ー
し
て
い
る
。

※
5
 
法
令
の
規
定
は
な
く
、
運
用

に
よ
り
実
施

※
6
 
分
割
で
き
る
と
の
情
報
が
あ

る
。

※
4
 
日
エ
間
の
P
P
H
が
利
用
可
能

※
2
 
実
体
審
査
料
を
支
払
う
こ

と
で
、
実
体
審
査
開
始
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N
.　
概

括
表

　
実

用
新

案
(1
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

保
護
対
象

権
利
の
存
続
期
間

権
利

の
効

力
優

先
権

新
規

性
喪

失
の

例
外

登
録
要
件

出
願
言
語

使
用
分
類

出
願
日
の
認
定

方
式
審
査

実
体
審
査

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

ト
ル

コ
産

業
財

産
権

の
範

囲
で

保
護

に
適
格
と
認
め
ら
れ
る
考
案
（
特
許
法

の
準

用
）

出
願
日
か
ら
1
0
年

自
己
の

登
録

実
用

新
案

の
他

人
に

よ
る

実
施

を
防

止
す

る
権

利
（

物
の

発
明

の
場

合
、

実
施

と
は
、
そ

の
物

の
生

産
，

販
売

，
使

用
，

若
し

く
は

輸
入

，
又

は
個

人
利

用
以

外
の

目
的

の
た

め
の

在
庫
保

有
を

い
う

）
※

特
許

法
準

用

第
1
国

出
願

か
ら

1
2

月
〇

・
新

規
性

・
産

業
上

利
用
可
能

ト
ル
コ
語
、
英
語
、

フ
ラ
ン
ス
語
、
ド
イ

ツ
語

国
際
特
許
分
類
（
I
P
C
）

・
願
書

・
明
細
書
、
ク
レ
ー
ム
、
要
約
、
図
面

・
手
数
料
納
付
の
領
収
書

〇
×

イ
ス

ラ
エ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

イ
ラ

ン
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

U
A
E

物
、

製
造

の
方

法
又

は
技

術
的

な
問
題
に
対
す
る
実
用
的
解
決
に
つ

な
が

る
公

知
の

製
造

の
方

法
の

応
用
に
関
連
す
る
す
べ
て
の
革
新
的

な
思

想
出
願
日
か
ら
1
0
年

・
自
己

の
登

録
実

用
新

案
を

利
用

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の

場
合

、
利

用
と

は
、

そ
の

物
の

製
造
、
使

用
、

販
売

を
い

う
。

）
・
自
己

の
特

許
発

明
の

他
人

の
利

用
を

防
止

す
る

権
利

（
物

の
発

明
の

場
合

、
利

用
と

は
、

物
の

製
造
、

使
用

、
保

持
、

販
売

又
は

輸
入

を
い

う
。

）

出
願

日
よ

り
1
2
月

〇

・
新

規
性

（
革

新
的

な
も
の
で
は
な

い
）

・
産

業
上

利
用
可
能

ア
ラ
ビ
ア
語
、
英
語

製
品
分
類
を
適
用
（
I
P
C
は
使

用
し
て
い
な
い
。
）

・
願
書

・
明
細
書
（
ク
レ
ー
ム
、
要
約
、
図
面
）

・
手
数
料
、
な
ど

〇
〇

バ
ー

レ
ー

ン
産

業
上

利
用

可
能

で
あ

る
新

規
な
発
明

出
願
日
か
ら
1
0
年

自
己
の

登
録

実
用

新
案

の
他

人
に

よ
る

実
施

を
禁

止
す

る
権

利
（

物
の

発
明

の
場

合
、

実
施

と
は
、
そ

の
物

の
製

造
、

利
用

、
使

用
、

販
売

の
提

供
若

し
く

は
販

売
、

又
は

そ
れ

ら
を

目
的

と
し

た
輸
入

を
い

う
。

）

出
願

日
よ

り
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

産
業

上
利

用
可
能

ア
ラ
ビ
ア
語

(
未
整
備
）

・
出
願
費
用

・
出
願
書
類

〇
〇

ク
ウ

ェ
ー

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

オ
マ

ー
ン

新
規

で
あ

り
、

進
歩

性
を

含
み

、
産
業
上
利
用
可
能
な
も
の
が
発
明

で
あ

る
。

出
願
日
か
ら
1
0
年

自
己
の

登
録

実
用

新
案

の
他

人
に

よ
る

実
施

を
防

止
す

る
権

利
（

物
の

発
明

の
場

合
、

実
施

と
は
、
そ

の
物

の
製

造
、

輸
入

、
販

売
の

申
出

、
販

売
、

利
用

又
は

販
売

の
申

出
、

販
売

若
し

く
は

利
用
の

目
的

の
所

有
を

い
う

。
）

※
特

許
法

準
用

出
願

日
よ

り
1
2
月

〇
・

新
規

性
・

進
歩

性
・

産
業

上
利

用
可
能

ア
ラ
ビ
ア
語

国
際
特
許
分
類
（
I
P
C
）

・
出
願
書
式

・
出
願
人
情
報

・
明
細
書

〇
〇

カ
タ

ー
ル

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

ヨ
ル

ダ
ン

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

エ
ジ

プ
ト

装
置

、
道

具
及

び
設

備
の

構
造

、
構
成
、
製
品
、
製
造
過
程
・
製
造

方
法

、
並

び
に

現
在

使
わ

れ
て

い
る
同
類
の
も
の
、
に
関
す
る
追
加

技
術

出
願
日
か
ら
7
年

自
己
の

特
許

発
明

の
他

人
に

よ
る

利
用

を
禁

止
す

る
権

利
（

た
だ

し
、

物
の

輸
入

、
使

用
、

販
売

又
は
流

通
に

つ
い

て
は

、
い

ず
れ

か
の

国
で

商
業

化
し

た
場

合
に

特
許

権
が

消
尽

す
る

。
）

※
特

許
法
準

用

第
1
国

出
願

か
ら

1
2

月
〇

新
規

性
ア
ラ
ビ
ア
語

国
際
特
許
分
類
（
I
P
C
）

・
願
書

・
詳
細
説
明
（
明
細
書
、
ク
レ
ー
ム
、
（
同
発

明
の
）
外
国
の
出
願
書
類
と
審
査
結
果
等
）

・
手
数
料
納
付
の
領
収
書

〇
〇

〇
制

度
あ

り
　

×
制

度
な

し
　

－
情
報
な
し
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括
表

　
実

用
新

案
(2
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

第
三

者
に

よ
る

情
報

提
供

制
度

出
願

公
開

制
度

審
査

請
求

制
度

秘
密

特
許

分
割

に
関

す
る

制
度

出
願

の
変

更
に

関
す

る
制

度
異

議
申

立
に

関
す

る
制

度
拒

絶
査

定
不

服
審

判
無

効
審

判
訂

正
審

判
審

査
結

果
の

通
知

及
び

応
答

（
方

式
審

査
）

審
査

結
果

の
通

知
及

び
応

答
（

実
体

審
査

）

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

ト
ル

コ
×

×
×

〇
〇

〇
〇

〇
通

知
か

ら
2
月

以
内

、
裁

判
所

へ

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

×
通

知
か

ら
3
月

以
内

に
応

答
-

イ
ス

ラ
エ

ル
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

イ
ラ

ン
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

U
A
E

×
×

× ※
1

〇
×

×
〇

〇
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
×

通
知

よ
り

3
0
日

以
内

に
補

正
可

能
補

正
可

能

バ
ー

レ
ー

ン
×

×
×

〇
〇

〇
〇

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

×
通

知
か

ら
3
0
日

以
内

に
応

答
通

知
か

ら
3
0
日

以
内

に
応

答

ク
ウ

ェ
ー

ト
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

オ
マ

ー
ン

〇
〇

〇
出

願
か

ら
3
6
月

以
内

×
〇

〇
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
通

知
か

ら
6
0
日

以
内

に
応

答
通

知
か

ら
9
0
日

以
内

に
応

答

カ
タ

ー
ル

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

ヨ
ル

ダ
ン

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

エ
ジ

プ
ト

×
×

× ※
1

×
〇 ※
2

〇
〇

出
願

受
理

の
公

告
か

ら
6
0
日

以
内

〇
決

定
通

知
か

ら
3
0
日

以
内

に
委

員
会

へ

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

×
補

正
又

は
補

足
の

要
求

か
ら

3
0
日

以
内

応
答

可
能

〇
制

度
あ

り
　

×
制

度
な

し
　

－
情

報
な

し

※
1
 
実

体
審

査
料

を
支

払
う

こ
と

で
、

実
体

審
査

開
始

※
2
 
分

割
で

き
る

と
の

情
報

が
あ

る
。
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括
表

　
意

匠
(1
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

保
護

対
象

権
利

の
存

続
期

間
権
利
の
効
力

優
先
権

新
規
性
喪

失
の
例
外

登
録

要
件

出
願

言
語

使
用

分
類

出
願

日
の

認
定

方
式

審
査

実
体

審
査

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

ト
ル

コ
工
業
品
又
は
工
芸
品
等
と
し

て
の

物
品

の
五

感
で

感
知

さ
れ
る
模
様

出
願

日
か

ら
5
年

最
長

2
5
年

ま
で

5
年

ご
と

の
更

新
が

可
能

自
己
の
登
録
意
匠
の
実
施
に
つ
い
て
の
排
他
権
（
実
施
と
は
、
自
己
の
意
匠
が

使
用
さ
れ
た
物
品
の
生
産
、
市
場
化
、
販
売
、
販
売
の
申
出
、
輸
入
、
商
品
化

又
は
そ
れ
ら
の
目
的
で
在
庫
保
持
す
る
こ
と
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規
性

、
独

自
性

ト
ル

コ
語

国
際

意
匠

分
類

（
ロ

カ
ル

ノ
分

類
）

・
願

書
・

図
面

（
又

は
写

真
等

）
・

手
数

料
納

付
の

領
収

書
〇

×

イ
ス

ラ
エ

ル

工
業
過
程
又
は
手
段
に
よ
っ

て
物

品
に

施
さ

れ
る

形
状

、
構
成
、
模
様
又
は
装
飾
の
特

徴
で

あ
っ

て
、

完
成

し
た

物
品
に
お
い
て
、
視
覚
に
訴
え

、
視

覚
に

よ
っ

て
の

み
判

断
さ
れ
る
も
の
（
機
能
の
み
に

よ
る

も
の

は
除

く
）

出
願

日
か

ら
5
年

5
年

ご
と

2
回

の
延

長
が

可
能

自
己
の
登
録
意
匠
を
他
人
が
実
施
す
る
こ
と
を
防
止
す
る
権
利
（
実
施
と
は
、

登
録
意
匠
に
係
る
商
品
分
類
の
物
品
に
意
匠
若
し
く
は
偽
物
等
を
応
用
す
る
、

又
は
応
用
を
可
能
と
す
る
意
図
を
持
っ
た
行
為
、
又
は
そ
の
応
用
を
知
り
な
が

ら
当
該
物
品
を
公
開
し
、
若
し
く
は
商
取
引
の
た
め
に
展
示
す
る
こ
と
を
い

う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

認
め
ら
れ

な
い

国
内

新
規

性
、

独
創

性

ヘ
ブ

ラ
イ

語
ア

ラ
ビ

ア
語

（
推

奨
さ

れ
な

い
）

英
語

国
際

意
匠

分
類

出
願

書
式

図
面

出
願

費
用

〇
〇

イ
ラ

ン
線
、
色
彩
又
は
立
体
的
形
状

で
あ

り
、

工
業

又
は

手
工

業
の
製
品
に
特
別
の
外
観
を
与

え
る

も
の

新
規
、
独
創
性

出
願

日
か

ら
5
年

5
年

ご
と

2
回

の
延

長
が

可
能

自
己
の
登
録
意
匠
を
実
施
す
る
権
利
及
び
他
人
に
よ
る
実
施
を
妨
げ
る
権
利

（
実
施
と
は
、
物
品
の
製
造
、
輸
出
、
輸
入
、
販
売
の
申
出
、
販
売
、
使
用
又

は
そ
の
目
的
の
た
め
の
貯
蔵
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規

、
独

創
性

ペ
ル

シ
ャ

語
国

際
意

匠
分

類
出

願
書

類
〇

〇

U
A
E

産
業
又
は
工
芸
で
使
用
す
る

こ
と

が
で

き
る

革
新

的
な

3
次

元
形
状
で
あ
る
。

出
願

日
か

ら
1
0
年

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
の
実
施
を
防
止
す
る
権
利
（
実
施
と
は
、
製
品
を
製

造
す
る
た
め
に
産
業
図
面
若
し
く
は
意
匠
を
使
用
、
又
は
販
売
若
し
く
は
使
用

す
る
目
的
で
、
産
業
図
面
若
し
く
は
意
匠
に
関
す
る
製
品
を
輸
入
若
し
く
は
保

持
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規

、
革

新
的

で
、

か
つ

産
業
上

又
は

工
芸

製
品

と
し

て
利
用

し
得

る
も

の
ア

ラ
ビ

ア
語

、
英

語
製

品
の

分
類

（
ロ

カ
ル

ノ
分

類
で

は
な

い
。

）

願
書

図
面

手
数

料
な

ど

〇
×

バ
ー

レ
ー

ン
線
及
び
色
の
配
置
又
は
彩
色

さ
れ

た
若

し
く

は
彩

色
さ

れ
な
い
三
次
元
形
状
を
工
業
的

図
面

又
は

モ
デ

ル
と

み
な

す
。

出
願

日
か

ら
1
0
年

5
年

の
延

長
が

1
回

の
み

可
能

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
に
よ
る
実
施
を
禁
止
す
る
権
利
（
実
施
と
は
、
物
品

の
製
造
、
販
売
、
該
意
匠
を
含
む
又
は
本
質
的
に
異
な
ら
な
い
物
品
の
商
業
目

的
の
輸
入
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
独
創

性
、

新
規

性
ア

ラ
ビ

ア
語

未
整

備
出

願
書

式
図

面
出

願
費

用
〇

〇

ク
ウ

ェ
ー

ト
※

1
※

1
※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

オ
マ

ー
ン

線
又
は
色
の
任
意
の
構
成
又

は
任

意
の

3
次

元
形

状
で

あ
り
、
そ
の
よ
う
な
構
成
物
又

は
形

態
が

、
工

業
製

品
又

は
手
工
芸
製
品
に
特
別
な
外
観

を
与

え
、

産
業

又
は

手
工

芸
品
の
形
態
（
p
a
t
t
e
r
n
）

と
し

て
役

立
つ

こ
と

が
で

き
、

視
覚
に
訴
え
、
判
断
さ
れ
る
物

で
あ

る
。

出
願

日
か

ら
5
年

5
年

ご
と

2
回

の
延

長
が

可
能

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
に
よ
る
実
施
を
防
止
す
る
権
利
（
物
の
発
明
の
場

合
、
実
施
と
は
、
物
品
の
製
造
、
販
売
又
は
輸
入
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規

性
ア

ラ
ビ

ア
語

国
際

意
匠

分
類

出
願

書
類

〇
〇

カ
タ

ー
ル

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
3
次
元
の
具
体
物
、
描
画
、

図
形

又
は

写
真

出
願

日
か

ら
1
0
年

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
に
よ
る
利
用
を
禁
止
す
る
権
利
（
利
用
と
は
、
登
録

意
匠
を
含
む
又
は
示
す
製
品
の
製
造
，
販
売
又
は
輸
入
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規
で

あ
り

、
か

つ
、

こ
れ

を
既
知

の
工

業
意

匠
か

ら
区

別
す
る

特
徴

を
有

す
る

。
ア

ラ
ビ

ア
語

国
際

意
匠

分
類

願
書

、
明

細
書

、
図

面
、

手
数

料
、

な
ど

〇
×

ヨ
ル

ダ
ン

法
第
2
条
で
定
義
さ
れ
る
意

匠
又

は
工

業
モ

デ
ル

出
願

日
か

ら
1
5
年

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
に
よ
る
実
施
を
防
止
す
る
権
利
（
実
施
と
は
、
登
録

意
匠
を
付
し
た
物
品
の
生
産
、
輸
入
又
は
販
売
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規
性

が
あ

り
，

独
創

性
が

あ
る
工

業
意

匠
で

あ
る

こ
と

ア
ラ

ビ
ア

語
、

英
語

（
ア

ラ
ビ

ア
語

以
外

の
場

合
）

国
際

意
匠

分
類

・
願

書
・

図
面

・
意

匠
に

係
る

物
品

の
種

類
・

意
匠

の
区

分
／

分
類

〇
〇

エ
ジ

プ
ト

線
又
は
立
体
の
組
合
せ

出
願

日
か

ら
1
0
年

で
あ

る
。
所

定
の

手
続

に
よ

り
5
年

延
長

さ
れ

る
。

自
己
の
登
録
意
匠
の
他
人
に
よ
る
利
用
を
禁
止
す
る
権
利
（
利
用
と
は
、
自
己

の
登
録
意
匠
を
付
し
た
製
品
の
使
用
、
製
造
、
販
売
又
は
輸
入
を
い
う
。
）

第
1
国
出
願
か

ら
6
月

〇
新
規
性

産
業
上

利
用

が
可

能
ア

ラ
ビ

ア
語

国
際

意
匠

分
類

・
願

書
・

意
匠

（
又

は
見

本
）

〇
〇

〇
制
度
あ
り
　
×
制
度
な
し

　
－

情
報

な
し

※
1
 
事
実
上
運
用
さ
れ
て

い
な

い
。

※
2
 
登
録
手
続
き
が
存
在

し
な

い
。
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N
.　
概

括
表

　
意

匠
(2
)　
（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

第
三

者
に

よ
る

情
報

提
供

制
度

出
願
公
開
制

度
審
査
請
求
制
度

秘
密
意
匠

分
割
に

関
す

る
制

度

出
願

の
変

更
に

関
す

る
制

度
異

議
申

立
に

関
す

る
制

度
拒

絶
査

定
不

服
審

判
無
効
審
判

訂
正
審
判

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答

（
方
式
審
査
）

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答

（
実
体
審
査
）

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

ト
ル
コ

×
×

×
×

公
告
の
繰
り

延
べ
が
可
能

〇
×

〇
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ
の
申
立

×
不
備
が
あ
る
場
合
に
補
正
命

令
-

イ
ス
ラ
エ
ル

×
×

×
〇

〇 ※
3

×
〇

〇
〇

〇
決
定
か
ら
3
月
以
内

決
定
か
ら
3
月
以
内

イ
ラ
ン

×
×

×
×

公
開
の
繰
り

延
べ
が
可
能

×
×

×
〇

〇
〇

通
知
か
ら
3
0
日
以
内
に
訂
正

を
求
め
ら
れ
る
。

通
知
か
ら
3
0
日
以
内
に
訂
正

を
求
め
ら
れ
る
。

U
A
E

×
×

×
×

×
×

〇
×

〇
裁

判
所
へ
の
申
立

×
通
知
よ
り
3
0
日
以
内
に
補
正

可
能

-

バ
ー
レ
ー
ン

×
×

×
×

×
×

×
〇

〇
〇

補
正
可
能

補
正
可
能

ク
ウ
ェ
ー
ト

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

※
1

オ
マ
ー
ン

×
×

×
×

×
〇

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

〇
裁

判
所

へ
の

申
立

〇
裁

判
所
へ
の
申
立

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
補
正

が
求
め
ら
れ
る
。

通
知
か
ら
6
0
日
以
内
に
補
正

が
求
め
ら
れ
る
。

カ
タ
ー
ル

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

※
2

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

×
×

×
×

×
×

〇
〇

〇
×

通
知
よ
り
9
0
日
以
内
に
補
正

可
能

×

ヨ
ル
ダ
ン

×
×

×
×

×
×

〇
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ
の
申
立

×
不
備
が
あ
る
場
合
に
補
正
命

令
通
知
あ
り

エ
ジ
プ
ト

×
×

×
×

×
×

〇
〇

裁
判

所
へ

の
申

立
〇

裁
判

所
へ
の
申
立

×
不
備
が
あ
る
場
合
に
補
正
命

令
補
正
可
能

〇
制

度
あ

り
　

×
制
度
な
し
　
－
情
報
な
し

※
2
 
登

録
手

続
き

が
存
在
し
な
い
。

 

※
1
 
事

実
上

運
用

さ
れ
て
い
な
い
。

※
3
 
分

割
で

き
る

と
の

情
報

が
あ

る
。
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N
.　
概

括
表

　
商

標
(1
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

保
護

対
象

権
利

の
存

続
期

間
権

利
の

効
力

優
先

権
新

規
性

喪
失

の
例

外
登

録
要

件
出

願
言

語
使

用
分

類
（

2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）
出

願
日

の
認

定
方

式
審

査
実

体
審

査

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

ト
ル

コ
文

字
、

商
品

形
状

等
で

、
印

刷
に

よ
り

刊
行

及
び

複
製

可
能

な
も

の
か

ら
構

成
さ

れ
た

、
自

他
商

品
識

別
の

た
め

の
商

標

出
願

か
ら

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
更

新
可

能

自
己

の
登

録
商

標
の

他
人

の
使

用
を

阻
止

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
の

商
標

の
指

定
商

品
・

役
務

で
の

使
用

、
登

録
商

標
と

混
同

の
恐

れ
の

あ
る

標
章

の
使

用
、

又
は

登
録

商
標

の
範

囲
に

は
該

当
し

な
い

が
周

知
の

登
録

商
標

の
評

判
を

利
用

し
て

不
当

な
利

益
を

得
る

若
し

く
は

害
す

る
お

そ
れ

の
あ

る
も

の
の

使
用

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ト
ル

コ
語

国
際

分
類

（
第

1
0
版

）

・
願

書
・

商
標

見
本

・
商

標
が

使
用

さ
れ

る
商

品
・

役
務

の
リ

ス
ト

・
手

数
料

納
付

の
領

収
書

〇
〇

イ
ス

ラ
エ

ル
2
次

元
ま

た
は

3
次

元
の

文
字

、
数

字
、

単
語

、
図

案
又

は
記

号
、

又
は

そ
れ

ら
の

組
み

合
わ

せ
、

及
び

音
響

、
触

覚
、

芳
香

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

が
付

さ
れ

た
商

品
及

び
関

連
す

る
事

項
へ

の
商

標
の

使
用

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ヘ
ブ

ラ
イ

語
ア

ラ
ビ

ア
語

英
語

国
際

分
類

（
第

9
版

）
出

願
様

式
出

願
費

用
〇

〇

イ
ラ

ン
視

覚
的

標
識

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

の
標

章
の

使
用

、
当

該
標

章
と

類
似

し
た

標
章

の
使

用
、

又
は

当
該

標
章

が
関

係
す

る
類

似
し

た
商

品
・

役
務

と
の

間
で

混
同

を
起

こ
す

使
用

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ペ
ル

シ
ャ

語
国

際
分

類
（

第
9
版

）
※

1
出

願
様

式
出

願
費

用
〇

〇

U
A
E

識
別

力
を

有
す

る
形

態
を

備
え

た
任

意
の

も
の

（
音

声
も

対
象

）

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
更

新
可

能

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
又

は
類

似
の

商
標

を
使

用
し

て
消

費
者

に
混

同
を

生
じ

さ
せ

る
行

為
を

い
う

。
）

6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

1
0
版

）
※

1

願
書

手
数

料
委

任
状

、
な

ど
〇

〇

バ
ー

レ
ー

ン

名
称

、
文

言
、

シ
グ

ネ
チ

ャ
ー

、
キ

ャ
ラ

ク
タ

ー
、

記
号

、
数

字
、

題
名

、
印

章
、

図
面

、
画

像
、

刻
印

、
梱

包
、

図
形

的
要

素
、

形
状

又
は

色
、

色
群

又
は

色
の

組
合

せ
、

そ
の

他
の

標
識

又
は

標
識

群
等

、
及

び
音

、
匂

い
も

対
象

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
又

は
類

似
の

商
標

を
、

指
定

商
品

・
役

務
と

同
一

、
類

似
又

は
関

連
が

あ
る

商
品

・
役

務
に

用
い

て
消

費
者

に
誤

認
を

引
き

起
こ

す
行

為
を

い
う

。
）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
1
0
版

）
※

1
出

願
様

式
出

願
費

用
〇

〇

ク
ウ

ェ
ー

ト

名
称

、
文

言
、

シ
グ

ネ
チ

ャ
ー

、
キ

ャ
ラ

ク
タ

ー
、

記
号

、
数

字
、

題
名

、
印

章
、

図
面

、
画

像
、

刻
印

、
梱

包
、

図
形

的
要

素
、

形
状

又
は

色
、

色
群

又
は

色
の

組
合

せ
、

そ
の

他
の

標
識

又
は

標
識

群
等

、
及

び
音

、
匂

い
も

対
象

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
又

は
類

似
の

商
標

を
、

指
定

商
品

・
役

務
と

同
一

、
類

似
又

は
関

連
が

あ
る

商
品

・
役

務
に

用
い

て
消

費
者

に
誤

認
を

引
き

起
こ

す
行

為
を

い
う

。
）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
8
版

）
※

1
出

願
様

式
出

願
費

用
〇

〇

オ
マ

ー
ン

識
別

性
（

音
、

匂
い

、
味

も
対

象
）

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

独
占

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
又

は
類

似
の

商
標

を
、

指
定

商
品

・
役

務
と

同
一

又
は

類
似

の
商

品
・

役
務

に
用

い
る

行
為

を
い

う
。

）

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

版
、

不
明

）
※

1
出

願
様

式
〇

〇

カ
タ

ー
ル

視
覚

的
に

認
識

可
能

で
、

製
品

を
区

別
す

る
こ

と
が

で
き

る
す

べ
て

の
明

確
な

標
章

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

の
使

用
、

登
録

商
標

と
顧

客
を

誤
認

さ
せ

る
商

標
を

指
定

商
品

・
役

務
と

同
一

又
は

類
似

の
商

品
・

役
務

に
用

い
る

行
為

を
い

う
。

）
6
月

×
固

有
の

形
態

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
8
版

）
※

1
願

書
手

数
料

〇
〇

サ
ウ

ジ
ア

ラ
ビ

ア
自

己
の

製
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

に
用

い
ら

れ
る

商
標

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
期

間
延

長

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
同

一
又

は
類

似
の

商
標

を
、

指
定

商
品

・
役

務
と

同
一

、
類

似
又

は
関

連
が

あ
る

商
品

・
役

務
に

用
い

て
消

費
者

に
誤

認
を

引
き

起
こ

す
行

為
を

い
う

。
）

6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
1
0
版

）
※

1

願
書

手
数

料
サ

ウ
ジ

ア
ラ

ビ
ア

領
事

館
に

よ
り

署
名

、
認

証
さ

れ
た

委
任

状
（

代
理

人
に

よ
る

場
合

）

〇
〇

ヨ
ル

ダ
ン

自
己

の
商

品
又

は
サ

ー
ビ

ス
に

用
い

ら
れ

る
視

覚
に

よ
っ

て
認

識
で

き
る

標
章

出
願

か
ら

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
更

新
可

能

自
己

の
登

録
商

標
を

排
他

的
に

使
用

す
る

権
利

（
使

用
と

は
、

登
録

商
標

と
混

同
を

生
じ

る
ほ

ど
同

一
又

は
類

似
す

る
標

章
の

使
用

を
い

う
。

）
6
月

×
識

別
性

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
8
版

）
願

書
商

標
〇

〇

エ
ジ

プ
ト

自
己

の
商

品
又

は
サ

ー
ビ

ス
に

用
い

ら
れ

る
視

覚
に

よ
っ

て
認

識
で

き
る

標
識

出
願

か
ら

1
0
年

1
0
年

ご
と

の
更

新
可

能
自

己
の

登
録

商
標

を
使

用
許

諾
を

す
る

権
利

第
1
国

出
願

か
ら

6
月

×
自

他
商

品
識

別
性

使
用

又
は

使
用

予
定

ア
ラ

ビ
ア

語
国

際
分

類
（

第
1
0
版

）

願
書

標
章

の
画

像
標

章
標

章
に

係
る

製
品

の
種

類

〇
〇

〇
制

度
あ

り
　

×
制

度
な

し
　

－
情

報
な

し
※

1
　

保
護

の
例

外
あ

り
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N
.　
概

括
表

　
商

標
(2
)　

（
2
0
1
6
年

1
2
月

時
点

）

第
三
者
に
よ

る
情
報
提
供

制
度

出
願
公

開
制

度
審

査
請

求
制

度
秘

密
特

許
分

割
に
関
す
る

制
度

出
願
の
変
更

に
関
す
る
制

度
異
議
申
立
に
関
す
る
制
度

拒
絶
査
定
不
服
審
判

無
効
審
判

訂
正
審
判

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答

（
方
式
審
査
）

審
査
結
果
の
通
知
及
び
応
答

（
実
体
審
査
）

G
C
C

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

ト
ル
コ

〇
×

×
－

〇
×

〇
公
告
か
ら
3
月

〇
〇

裁
判
所
へ
の

申
立

×
不
備
が
あ
る
場
合
に
補
正
命

令
補
正
可
能
と
い
う
情
報
が
あ

る
。

イ
ス
ラ
エ
ル

〇
慣
行
と
し
て

実
施

×
×

早
期

審
査

を
請

求
で

き
る

。
×

〇
分

類
の

分
割

×
〇

公
告
か
ら
3
月

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

×
所
定
の
期
限
内
に
応
答
可
能

所
定
の
期
限
内
に
応
答
可
能

イ
ラ
ン

×
×

×
×

×
×

〇
公
告
か
ら
3
0
日

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

×
通
知
の
日
か
ら
2
か
月
以
内

通
知
の
日
か
ら
2
か
月
以
内

U
A
E

×
×

×
×

×
×

〇
公
告
か
ら
3
0
日

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

×
通
知
の
日
か
ら
6
0
日
以
内

補
正
可
能

バ
ー
レ
ー
ン

×
×

×
×

×
×

〇
公
告
か
ら
6
0
日

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

〇
決
定
の
通
知
日
か
ら
9
0
日
以

内
決
定
の
通
知
日
か
ら
9
0
日
以

内

ク
ウ
ェ
ー
ト

×
×

×
×

×
×

〇
公
告
か
ら
6
0
日

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

〇
通
知
さ
れ
た
日
か
ら
9
0
日
以

内
通
知
さ
れ
た
日
か
ら
9
0
日
以

内

オ
マ
ー
ン

×
×

×
×

×
×

〇
公
告
か
ら
9
0
日

〇
裁
判
所
へ
の
申
立

×
裁
判
所
に
取
消

請
求

×
通
知
を
受
領
し
た
日
か
ら
6
0

日
以
内

通
知
を
受
領
し
た
日
か
ら
6
0

日
以
内

カ
タ
ー
ル

×
×

×
×

×
×

〇
公
開
か
ら
4
月

〇
×

裁
判
所
に
取
消

請
求

〇
補
正
可
能

補
正
可
能

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

×
×

×
×

×
×

〇
〇

×
裁
判
所
に
取
消
請
求

〇
決
定
の
通
知
日
か
ら
9
0
日
以

内
決
定
の
通
知
日
か
ら
9
0
日
以

内

ヨ
ル
ダ
ン

×
×

×
×

×
×

〇
〇

裁
判
所
へ
の
申
立

×
取
消
審
判
あ

り
×

補
正
又
は
修
正
が
可
能

補
正
又
は
修
正
が
可
能

エ
ジ
プ
ト

×
×

×
×

×
×

〇
〇

裁
判
所
へ
の
申
立

×
裁
判
所
に
取
消

請
求

〇
不
備
が
あ
る
場
合
に
補
正
命

令
補
正
可
能

〇
制
度
あ
り
　
×
制
度

な
し

　
－

情
報

な
し
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